
JP 2012-215889 A 2012.11.8

(57)【要約】
【課題】粘着剤層に基づく視認性に係るムラの問題を低
減することができる粘着型光学フィルムを提供すること
。
【解決手段】光学フィルムと、前記光学フィルムに設け
られた粘着剤層を有する粘着型光学フィルムの製造方法
であって、前記光学フィルムに、粘度Ｙ（Ｐ）の粘着剤
塗工液を塗工厚みＸ（μｍ）で塗工する工程（１Ａ）、
および、塗工された粘着剤塗工液を乾燥して、粘着剤層
を形成する工程（２Ａ）を有し、かつ、前記粘着剤塗工
液の粘度Ｙと塗工厚みＸが、０．８Ｘ－Ｙ≦６８、を満
足することを特徴とする。
【選択図】図１



(2) JP 2012-215889 A 2012.11.8

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学フィルムと、前記光学フィルムに設けられた粘着剤層を有する粘着型光学フィルム
であって、
　前記粘着剤層は、厚み（μｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ以下であることを特徴とす
る粘着型光学フィルム。
【請求項２】
　前記光学フィルムが、偏光子の片側に第一透明保護フィルムまたは両側に第一および第
二透明保護フィルムを有する偏光板であり、
　前記第一透明保護フィルムは、ヘイズ値が１５％以下であり、
　前記粘着剤層は、前記第一透明保護フィルムを有しない側の偏光板に設けられているこ
とを特徴とする請求項１記載の粘着型光学フィルム。
【請求項３】
　前記第一透明保護フィルムの厚みが６０μｍ以下であることを特徴とする請求項１また
は２記載の粘着型光学フィルム。
【請求項４】
　前記偏光板が、偏光子の両側に第一および第二透明保護フィルムを有し、第一および第
二透明保護フィルムのいずれか少なくとも一方の厚みが６０μｍ以下であることを特徴と
する請求項２または３記載の粘着型光学フィルム。
【請求項５】
　前記偏光子の厚みが１０μｍ以下であることを特徴とする請求項２～４のいずれかに記
載の粘着型光学フィルム。
【請求項６】
　前記光学フィルムが、位相差板であることを特徴とする請求項１記載の粘着型光学フィ
ルム。
【請求項７】
　前記位相差板の厚みが６０μｍ以下であることを特徴とする請求項６記載の粘着型光学
フィルム。
【請求項８】
　前記光学フィルムは、ヘイズ値が１５％以下であることを特徴とする請求項１記載の粘
着型光学フィルム。
【請求項９】
　前記光学フィルムが、前面板またはタッチパネルに貼り合わせることを目的とした光学
フィルムであることを特徴とする請求項８記載の粘着型光学フィルム。
【請求項１０】
　前記光学フィルムの厚みが６０μｍ以下であることを特徴とする請求項８または９記載
の粘着型光学フィルム。
【請求項１１】
　前記光学フィルムが、表面処理フィルムであることを特徴とする請求項８～１０のいず
れかに記載の粘着型光学フィルム。
【請求項１２】
　光学フィルムと、前記光学フィルムに設けられた粘着剤層を有する請求項１～１１のい
ずれかに記載の粘着型光学フィルムの製造方法であって、
　前記光学フィルムに、粘度Ｙ（Ｐ）の粘着剤塗工液を塗工厚みＸ（μｍ）で塗工する工
程（１Ａ）、および、
　塗工された粘着剤塗工液を乾燥して、粘着剤層を形成する工程（２Ａ）を有し、かつ、
　前記粘着剤塗工液の粘度Ｙと塗工厚みＸが、０．８Ｘ－Ｙ≦６８、を満足することを特
徴とする粘着型光学フィルムの製造方法。
【請求項１３】
　光学フィルムと、前記光学フィルムに設けられた粘着剤層を有する請求項１～１１のい
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ずれかに記載の粘着型光学フィルムの製造方法であって、
　離型フィルムに、粘度Ｙ（Ｐ）の粘着剤塗工液を塗工厚みＸ（μｍ）で塗工する工程（
１Ｂ）、
　塗工された粘着剤塗工液を乾燥して、粘着剤層を形成する工程（２Ｂ）および、
　離型フィルムに形成された粘着剤層を、前記光学フィルムに貼り合せる工程（３）を有
し、かつ、
　前記粘着剤塗工液の粘度Ｙと塗工厚みＸが、０．８Ｘ－Ｙ≦６８、を満足することを特
徴とする粘着型光学フィルムの製造方法。
【請求項１４】
　前記粘着剤塗工液の粘度Ｙ（Ｐ）が２～１６０Ｐであり、塗工厚みＸ（μｍ）が２０～
２５０μｍであることを特徴とする請求項１２または１３記載の粘着型光学フィルムの製
造方法。
【請求項１５】
　少なくとも２つの光学フィルムと、少なくとも２つの粘着剤層が、それぞれ交互に積層
されている粘着型光学フィルムであって、
　前記粘着剤層のいずれか少なくとも１つが、厚み（μｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ
以下であることを特徴とする粘着型光学フィルム。
【請求項１６】
　前記少なくとも２つの粘着剤層の全てが、厚み（μｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ以
下であることを特徴とする請求項１５記載の粘着型光学フィルム。
【請求項１７】
　前記光学フィルムの１つが、偏光子の片側に第一透明保護フィルムまたは両側に第一お
よび第二透明保護フィルムを有する偏光板であり、
　前記第一透明保護フィルムは、ヘイズ値が１５％以下であり、
　前記粘着剤層は、前記第一透明保護フィルムを有しない側の偏光板に設けられているこ
とを特徴とする請求項１５または１６記載の粘着型光学フィルム。
【請求項１８】
　前記第一透明保護フィルムの厚みが６０μｍ以下であることを特徴とする請求項１７記
載の粘着型光学フィルム。
【請求項１９】
　前記偏光板が、偏光子の両側に第一および第二透明保護フィルムを有し、第一および第
二透明保護フィルムのいずれか少なくとも一方の厚みが６０μｍ以下であることを特徴と
する請求項１７または１８記載の粘着型光学フィルム。
【請求項２０】
　前記偏光子の厚みが１０μｍ以下であることを特徴とする請求項１７～１９のいずれか
に記載の粘着型光学フィルム。
【請求項２１】
　前記光学フィルムの１つが、偏光子の片側に第一透明保護フィルムまたは両側に第一お
よび第二透明保護フィルムを有する偏光板であり、
　前記第一透明保護フィルムは、ヘイズ値が１５％以下であり、
　前記粘着剤層は、前記第一透明保護フィルムを有しない側の偏光板に設けられており、
　他の光学フィルムの少なくとも１つが位相差板であることを特徴とする請求項１５～２
０のいずれかに記載の粘着型光学フィルム。
【請求項２２】
　前記位相差板の厚みが６０μｍ以下であることを特徴とする請求項２１記載の粘着型光
学フィルム。
【請求項２３】
　請求項１～１１、または１５～２２のいずれかに記載の粘着型光学フィルムを少なくと
も１つ有することを特徴とする画像表示装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着型光学フィルムおよびその製造方法に関する。さらに本発明は、前記粘
着型光学フィルムを用いた液晶表示装置、有機ＥＬ表示装置、ＣＲＴ、ＰＤＰ等の画像表
示装置および前面板などの画像表示装置と共に使用される部材、に関する。前記光学フィ
ルムとしては、偏光板、位相差板、光学補償フィルム、輝度向上フィルムや、反射防止フ
ィルム等の表面処理フィルム、さらにはこれらが積層されているものを用いることができ
る。
【０００２】
　前記粘着型光学フィルムにおいて、光学フィルムとして偏光板を用いた粘着型偏光板は
、液晶表示装置および有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置の視認側に設けられる場合、特
に、液晶表示装置において液晶セルに対して視認側に設けられる、所謂、上側の粘着型偏
光板として好適である。当該液晶表示装置に適用される上側の粘着型偏光板は、粘着型偏
光板の粘着剤層を介して液晶セルに貼り合わされる。
【背景技術】
【０００３】
　液晶表示装置および有機ＥＬ表示装置等は、その画像形成方式から、例えば、液晶表示
装置では、液晶セルの両側に偏光素子を配置することが必要不可欠であり、一般的には偏
光板が貼着されている。また液晶パネルおよび有機ＥＬパネル等の表示パネルには偏光板
の他に、ディスプレイの表示品位を向上させるために様々な光学素子が用いられるように
なってきている。また液晶表示装置や有機ＥＬ表示装置、ＣＲＴ、ＰＤＰ等の画像表示装
置を保護したり、高級感を付与したり、デザインを差別化するために前面板が使用されて
いる。これら液晶表示装置および有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置や前面板などの画像
表示装置と共に使用される部材には、例えば、着色防止としての位相差板、液晶ディスプ
レイの視野角を改善するための視野角拡大フィルム、さらにはディスプレイのコントラス
トを高めるための輝度向上フィルム、表面の耐擦傷性を付与するために用いられるハード
コートフィルム、画像表示装置に対する写り込みを防止するためのアンチグレア処理フィ
ルム、アンチリフレクティブフィルム、ローリフレクティブフィルムなどの反射防止フィ
ルム等の表面処理フィルムが用いられている。これらのフィルムは総称して光学フィルム
と呼ばれる。
【０００４】
　上記液晶パネルおよび有機ＥＬパネル等の表示パネルは、時計、携帯電話、ＰＤＡ、ノ
ートパソコン、パソコン用モニター、ＤＶＤプレイヤー、ＴＶなどでは液晶表示装置およ
び有機ＥＬ表示装置等に用いられる。液晶パネルには、液晶表示装置の表示機構から光学
フィルムとして偏光板が、液晶セルの両側（上側：視認側と下側：視認側の反対側または
バックライト側）に用いられる。また、偏光板は、通常、偏光子の片側または両側に透明
保護フィルムが設けられている。近年、液晶パネルおよび有機ＥＬパネル等の表示パネル
には、輝度向上、高精細化、低反射化等の表示特性にかかわる要求が高くなっている。ま
た液晶パネルおよび有機ＥＬパネル等の表示パネルに用いる光学フィルムには、外観に対
する要求も併せて高くなっている。
【０００５】
　前記光学フィルムを液晶セルおよび有機ＥＬパネル等の表示パネル、または前面板に貼
り合せる際には、通常、粘着剤が使用される。また、光学フィルムと液晶セルおよび有機
ＥＬパネル等の表示パネル、または前面板、または光学フィルム間の接着は、通常、光の
損失を低減するため、それぞれの材料は粘着剤を用いて密着されている。このような場合
に、光学フィルムを固着させるのに乾燥工程を必要としないこと等のメリットを有するこ
とから、粘着剤は、光学フィルムの片側に予め粘着剤層として設けられた粘着型光学フィ
ルムが一般的に用いられる。
【０００６】
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　前記粘着剤層は、種々の観点から粘着剤層の表面状態を制御することが提案されている
。例えば、偏光板等に設けた粘着剤層の厚みのバラツキについて、標準偏差を小さくする
ことで、高温、高温多湿環境下での耐久性を向上させることが提案されている（特許文献
１）。また、粘着剤層の表面粗さを制御することで粘着剤層のムラを抑えて視認性を改善
できることが提案されている（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平９‐９０１２５号公報
【特許文献２】特開２００８‐３０２５８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上記特許文献１、２では粘着剤層の表面状態を制御することが提案されている。しかし
、特許文献１では、溶剤キャスティング法により標準偏差の小さい粘着剤層を形成するこ
とが開示されているが、具体的な粘着剤層の形成方法の記載されておらず、実質的に標準
偏差の小さい粘着剤層を形成することができない。また、特許文献２では粘着剤層の表面
粗さを制御することが開示されているが、粘着剤層の厚みのバラツキを小さく制御するこ
とについての記載はない。
【０００９】
　また、従来、上側偏光板において、偏光子に対して視認側には、高ヘイズ値になるよう
にアンチグレア処理が施された透明保護フィルムが用いられていた。そのため、偏光板や
粘着剤層に凹凸があったとしても、アンチグレア処理が施された透明保護フィルムのヘイ
ズ値が高いことから、前記凹凸は、それほど、ムラとしては視認されていなかった。
【００１０】
　一方、近年では、液晶表示装置として、特に、ＴＶ、ノートパソコン、パソコン用モニ
ターの液晶パネル最表面は輝度を重視した、所謂、クリアで高級感を有するものが望まれ
るようになってきている。このような、クリア系の液晶表示装置としては、ガラスやアク
リル板などの前面板を液晶表示装置の最表面に用いたものがあるが、前面板の採用はコス
トアップや重量アップを招き好ましくない。また、前記クリア系の液晶表示装置を得るた
めに、上側偏光板において、偏光子に対して視認側の透明保護フィルムとしてアンチグレ
ア処理を施していないか、または低ヘイズ値になるようにアンチグレア処理が施された透
明保護フィルムが用いられている。しかし、このような未アンチグレア処理または低ヘイ
ズ値のアンチグレア処理の施された透明保護フィルムを用いた場合には、反射によって、
従来の高ヘイズ値の透明保護フィルムを用いた場合には視認されていなかったような偏光
板や粘着剤層の凹凸が視認されるようになっている。
【００１１】
　また、前記液晶表示装置には視認側に前面板やタッチパネルを設ける機種が増えてきて
いる。このような構成では、空気層と前面板やタッチパネルとの界面での反射による視認
性の低下を抑制するために、前面板やタッチパネルに粘着剤層付きの表面処理フィルムを
貼り合わせることがある。しかし、上記のように、従来の粘着型光学フィルムは光学フィ
ルムおよび粘着剤層の厚みムラに起因する表面凹凸が大きかった。近年、低ヘイズでクリ
アな表面処理が主流になる中で、粘着剤層と光学フィルムの凹凸によりクリアな見栄えが
損なわれることが問題になっており、粘着剤層付きの表面処理フィルムにおいても凹凸の
ない平滑な粘着剤層が求められている。
【００１２】
　本発明は、光学フィルムおよび粘着剤層を有する粘着型光学フィルムであって、粘着剤
層に基づく視認性に係るムラの問題を低減することができる粘着型光学フィルムおよびそ
の製造方法を提供することを目的とする。
【００１３】
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　また本発明は、前記粘着型光学フィルムが、偏光板および粘着剤層を有する粘着型偏光
板である場合には、クリアな高級感を有し、かつ粘着型偏光板に基づく視認性に係るムラ
の問題を低減した粘着型偏光板およびその製造方法を提供することを目的とする。
【００１４】
　また本発明は、前記粘着型光学フィルムを用いた画像表示装置を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、下記粘着型光学フィルム等
により上記課題を解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１６】
　即ち本発明は、光学フィルムと、前記光学フィルムに設けられた粘着剤層を有する粘着
型光学フィルムであって、
　前記粘着剤層は、厚み（μｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ以下であることを特徴とす
る粘着型光学フィルム、に関する。
【００１７】
　前記粘着型光学フィルムとしては、前記光学フィルムが、偏光子の片側に第一透明保護
フィルムまたは両側に第一および第二透明保護フィルムを有する偏光板であり（以下、粘
着型光学フィルムのなかで、光学フィルムとして偏光板を用いたものを粘着型偏光板とい
う）、
　前記第一透明保護フィルムは、ヘイズ値が１５％以下であり、
　前記粘着剤層は、前記第一透明保護フィルムを有しない側の偏光板に設けられているも
のが挙げられる。
【００１８】
　前記粘着型偏光板において、前記第一透明保護フィルムの厚みが６０μｍ以下であるこ
とが好ましい。
【００１９】
　前記粘着型偏光板において、前記偏光板が、偏光子の両側に第一および第二透明保護フ
ィルムを有し、第一および第二透明保護フィルムのいずれか少なくとも一方の厚みが６０
μｍ以下であることが好ましい。
【００２０】
　前記粘着型偏光板において、前記偏光子の厚みが１０μｍ以下であることが好ましい。
【００２１】
　前記粘着型光学フィルムにおいて、前記光学フィルムとして、位相差板を用いることが
できる。前記位相差板の厚みは６０μｍ以下であることが好ましい。
【００２２】
　前記粘着型光学フィルムにおいて、前記光学フィルムとして、ヘイズ値が１５％以下の
光学フィルムを好適に用いることができる。当該光学フィルムは、前面板またはタッチパ
ネルに貼り合わせることを目的とした光学フィルムとして好適である。
【００２３】
　前記ヘイズ値が１５％以下の光学フィルムは、厚みが６０μｍ以下であることが好まし
い。また、前記ヘイズ値が１５％以下の光学フィルムとしては、表面処理フィルムを用い
ることができる。
【００２４】
　また本発明は、光学フィルムと、前記光学フィルムに設けられた粘着剤層を有する前記
粘着型光学フィルムの製造方法であって、
　前記光学フィルムの前記第一透明保護フィルムを有しない側に、粘度Ｙ（Ｐ）の粘着剤
塗工液を塗工厚みＸ（μｍ）で塗工する工程（１Ａ）、および、
　塗工された粘着剤塗工液を乾燥して、粘着剤層を形成する工程（２Ａ）を有し、かつ、
　前記粘着剤塗工液の粘度Ｙと塗工厚みＸが、０．８Ｘ－Ｙ≦６８、を満足することを特
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徴とする粘着型光学フィルムの製造方法、に関する。
【００２５】
　また本発明は、光学フィルムと、前記光学フィルムに設けられた粘着剤層を有する前記
粘着型光学フィルムの製造方法であって、
　離型フィルムに、粘度Ｙ（Ｐ）の粘着剤塗工液を塗工厚みＸ（μｍ）で塗工する工程（
１Ｂ）、
　塗工された粘着剤塗工液を乾燥して、粘着剤層を形成する工程（２Ｂ）および、
　離型フィルムに形成された粘着剤層を、前記光学フィルムの前記第一透明保護フィルム
を有しない側に貼り合せる工程（３）を有し、かつ、
　前記粘着剤塗工液の粘度Ｙと塗工厚みＸが、０．８Ｘ－Ｙ≦６８、を満足することを特
徴とする粘着型光学フィルムの製造方法、に関する。
【００２６】
　前記粘着型光学フィルムの製造方法において、前記粘着剤塗工液の粘度Ｙ（Ｐ）が２～
１６０Ｐであり、塗工厚みＸ（μｍ）が２０～２５０μｍであることが好ましい。
【００２７】
　また本発明は、少なくとも２つの光学フィルムと、少なくとも２つの粘着剤層が、それ
ぞれ交互に積層されている粘着型光学フィルムであって、
　前記粘着剤層のいずれか少なくとも１つが、厚み（μｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ
以下であることを特徴とする粘着型光学フィルム（以下、積層粘着型光学フィルムという
）、に関する。
【００２８】
　前記積層粘着型光学フィルムにおいて、少なくとも２つの粘着剤層の全てが、厚み（μ
ｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ以下であることが好ましい。
【００２９】
　また前記積層粘着型光学フィルムとしては、前記光学フィルムの１つが、偏光子の片側
に第一透明保護フィルムまたは両側に第一および第二透明保護フィルムを有する偏光板で
あり（以下、積層粘着型光学フィルムのなかで、光学フィルムの１つとして偏光板を用い
たものを積層粘着型偏光板という）、
　前記第一透明保護フィルムは、ヘイズ値が１５％以下であり、
　前記粘着剤層は、前記第一透明保護フィルムを有しない側の偏光板に設けられているも
のが挙げられる。
【００３０】
　前記積層粘着型偏光板において、前記第一透明保護フィルムの厚みが６０μｍ以下であ
ることが好ましい。
【００３１】
　前記積層粘着型偏光板において、前記偏光板が、偏光子の両側に第一および第二透明保
護フィルムを有し、第一および第二透明保護フィルムのいずれか少なくとも一方の厚みが
６０μｍ以下であることが好ましい。
【００３２】
　前記積層粘着型偏光板において、前記偏光子の厚みが１０μｍ以下であることが好まし
い。
【００３３】
　前記積層粘着型光学フィルムにおいて、前記光学フィルムの１つが、偏光子の片側に第
一透明保護フィルムまたは両側に第一および第二透明保護フィルムを有する偏光板であり
、
　前記第一透明保護フィルムは、ヘイズ値が１５％以下であり、
　前記粘着剤層は、前記第一透明保護フィルムを有しない側の偏光板に設けられており、
　他の光学フィルムの少なくとも１つが位相差板であるものを用いることができる。前記
位相差板の厚みは６０μｍ以下であることが好ましい。
【００３４】
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　また本発明は、前記粘着型光学フィルム（または積層粘着型光学フィルム）を少なくと
も１つ有することを特徴とする画像表示装置、に関する。
【発明の効果】
【００３５】
　本発明は、前記粘着型光学フィルム（または積層粘着型光学フィルム）における粘着剤
層は、その厚み（μｍ）の標準偏差値が、０．１２μｍ以下に制御されており、粘着剤層
の厚みに係る凹凸のバラツキが非常に小さく平滑性がよい。粘着型光学フィルムの表面凹
凸は粘着剤層と光学フィルムの厚みバラツキに起因しており、本発明の粘着型光学フィル
ムによれば、光学フィルムおよび粘着剤層に基づく凹凸によるムラを低減することができ
る。
【００３６】
　本発明では、粘着剤層の厚みに係る凹凸のバラツキが、乾燥時の粘着剤塗工液の流動が
原因であることを見出し、そして、粘着剤塗工液の粘度Ｙを上げること、粘着剤塗工液の
塗工厚みＸを薄くすることで粘着剤塗工液の流動を小さくすること、さらに、これらが所
定の関係を満足するように粘着剤層を形成することにより、粘着剤層の厚みに係る凹凸の
バラツキを小さく制御している。
【００３７】
　また、前記粘着型光学フィルム（または積層粘着型光学フィルム）が粘着型偏光板（ま
たは積層粘着型偏光板）である場合において、当該粘着型偏光板（または積層粘着型偏光
板）が、液晶表示装置および有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置の最表面になりえる透明
保護フィルム（液晶表示装置では上側偏光板の最表面の透明保護フィルム）として、ヘイ
ズ値が１５％以下の透明保護フィルムを用いている場合には、前面板を用いなくてもクリ
アで高級感を有する液晶表示装置および有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置を提供するこ
とができる。また、粘着型偏光板における粘着剤層は、その厚み（μｍ）の標準偏差値が
、０．１２μｍ以下に制御されており、粘着剤層の厚みに係る凹凸のバラツキが非常に小
さく平滑性がよい。そのため、本発明の粘着型偏光板によれば、粘着型偏光板に基づく凹
凸によるムラを視認することなく、クリアで高級感を液晶表示装置等の画像表示装置に付
与することができる。
【００３８】
　また、前記粘着型光学フィルムにおいて、光学フィルムとして、ヘイズ１５％以下の光
学フィルム（例えば、表面処理フィルム）を用いている場合には、これを前面板に貼り合
わせることにより、前面板によるクリアで高級感を付与するとともに、標準偏差値が、０
．１２μｍ以下に制御されて粘着剤層により、凹凸によるムラを視認することなく、クリ
アで高級感を液晶表示装置および有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置に付与することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】本発明の粘着型光学フィルムの一例を示す断面図である。
【図２】本発明の粘着型光学フィルムの一例を示す断面図である。
【図３】本発明の粘着型光学フィルムの一例を示す断面図である。
【図４】本発明の積層粘着型光学フィルムの一例を示す断面図である。
【図５】本発明の積層粘着型光学フィルムの一例を示す断面図である。
【図６】本発明の積層粘着型光学フィルムの一例を示す断面図である。
【図７】本発明の積層粘着型光学フィルムの一例を示す断面図である。
【図８】本発明の粘着型光学フィルムの使用態様の一例を示す断面図である。
【図９】本発明の粘着型光学フィルムの使用態様の一例を示す断面図である。
【図１０】本発明の粘着型光学フィルムの使用態様の一例を示す断面図である。
【図１１】薄型高機能偏光膜の製造工程の概略図である。
【図１２】薄型高機能偏光膜の製造方法と乾式延伸を含む製造方法との製造工程の模式図
である。
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【図１３】薄型高機能偏光膜の参考製造例および参考比較例の光学特性値の比較表である
。
【図１４】薄型高機能偏光膜の参考製造例および参考比較例の各Ｔ／Ｐ値の表である。
【図１５】薄型高機能偏光膜の参考製造例および参考比較例の各Ｔ／Ｐ値に基づくＴ－Ｐ
グラフである。
【図１６】薄型高機能偏光膜のＴ－Ｐグラフの模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００４０】
　本発明の粘着型光学フィルムを、以下に図面を参照しながら説明する。図１に示すよう
に、粘着型光学フィルムは、光学フィルム１と、前記光学フィルム１に設けられた粘着剤
層２を有する。前記粘着剤層２は、厚み（μｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ以下である
。光学フィルム１としては、偏光板、位相差板、光学補償フィルム、輝度向上フィルムや
、反射防止フィルム等の表面処理フィルム等の各種の光学フィルムを用いることができる
。図２乃至図１０では、各種光学フィルムの態様を例示する。
【００４１】
　図２および図３は、本発明の粘着型光学フィルムが粘着型偏光板の場合である。当該粘
着型偏光板は、光学フィルム１である偏光板Ａ１またはＡ２と当該偏光板Ａ１またはＡ２
に設けられた粘着剤層２を有する。当該粘着型偏光板は、液晶表示装置においては、液晶
セルに対して視認側に粘着剤層２を介して配置される。偏光板Ａ１またはＡ２は、偏光子
ａと、偏光子ａの片側に第一透明保護フィルムｂ１または両側に第一透明保護フィルムｂ
１および第二透明保護フィルムｂ２を有する。図２の偏光板Ａ１は、偏光子ａの片側にの
み第一透明保護フィルムｂ１を有する場合であり、図３の偏光板Ａ２は、偏光子ａの両側
に第一透明保護フィルムｂ１および第二透明保護フィルムｂ２を有する場合である。また
、当該偏光板Ａ１またはＡ２は、少なくとも第一透明保護フィルムｂ１を有しており、第
一透明保護フィルムｂ１の側が、液晶表示装置および有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置
において最表面になる。図２および図３における前記粘着剤層２は、前記偏光板Ａ１また
はＡ２の第一透明保護フィルムｂ１を有しない側に設けられている。即ち、図２のように
、偏光子ａの片側にのみ第一透明保護フィルム１ｂを有する場合には偏光子ａに粘着剤層
１ｂが設けられ、偏光子ａの両側に第一透明保護フィルムｂ１および第二透明保護フィル
ムｂ２を有する場合には第二透明保護フィルムｂ２に粘着剤層２が設けられる。
【００４２】
　図４乃至図７は、少なくとも２つの光学フィルム１と、少なくとも２つの粘着剤層２が
、それぞれ交互に積層されている積層粘着型光学フィルムを示す。図４乃至図７では、図
２または図３の粘着型偏光板における粘着剤層２に、光学フィルム１として位相差板Ｂが
積層され、当該位相差板Ｂに粘着剤層２が設けられている。図４では、図２の偏光板Ａ１
における第二透明保護フィルムｂ２に第一粘着剤層２１、第一位相差板Ｂ１、第二粘着剤
層２２が、この順で設けられている。図６では、さらに第二粘着剤層２２に、第二位相差
板Ｂ２、第三粘着剤層２３が、この順で設けられている。図５では、図３の偏光板Ａ２に
おける偏光子ａに第一粘着剤層２１、第一位相差板Ｂ１、第二粘着剤層２２が、この順で
設けられている。図６では、さらに第二粘着剤層２２に、第二位相差板Ｂ２、第三粘着剤
層２３が、この順で設けられている。なお、積層粘着型光学フィルムにおいて、粘着剤層
２は、いずれか少なくとも１つが、厚み（μｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ以下である
。好ましくは、全ての粘着剤層２が厚み（μｍ）の標準偏差値が０．１２μｍ以下である
。
【００４３】
　図８乃至図１０は、本発明の粘着型光学フィルムにおける光学フィルム１として、表面
処理フィルムＣを用いた粘着型表面処理フィルムの使用態様を示す。なお、表面処理フィ
ルムＣは、基材フィルムの片側に表面処理が施されている。粘着型表面処理フィルムにお
いて、粘着剤層２は、表面処理が施されていない側の基材フィルムに設けられる。図８は
、粘着型表面処理フィルムの粘着剤層２を前面板Ｆに貼り合わせた態様である。図９は、
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図８の態様において、さらに前面板ＦをタッチパネルＴに設けた場合である。図１０は、
粘着型表面処理フィルムの粘着剤層２をタッチパネルＴに貼り合わせた態様である。図１
０ではさらにタッチパネルＴに前面板Ｆが設けられている。図８乃至図１０に記載の粘着
型表面処理フィルムＣを適用した前面板ＦまたはタッチパネルＴ等は、いずれも表面処理
フィルムＣが片側の表面にある。粘着型表面処理フィルムＣを適用した前面板Ｆまたはタ
ッチパネルＴ等は、液晶表示装置および有機ＥＬ表示装置等の画像表示装置に対して視認
側に設置されるが、その適用は、表面処理フィルムＣの側を画像表示装置の側に設けても
よく、画像表示装置に対して反対側の最表になるように設けてもよい。
【００４４】
　本発明の偏光板に適用される偏光子は、特に限定されず、各種のものを使用できる。偏
光子としては、例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニル
アルコール系フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性
高分子フィルムに、ヨウ素や二色性染料の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポ
リビニルアルコールの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィ
ルム等が挙げられる。これらの中でも、ポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの
二色性物質からなる偏光子が好適である。これらの偏光子の厚みは特に制限されないが、
一般的に８０μｍ程度以下である。当該厚みは１０～５０μｍであるのが好ましく、さら
には１５～３０μｍであるのが好ましい。
【００４５】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、例えば、ポ
リビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍に
延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を含
んでいても良いヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必要に応じ
て染色前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビニル
アルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れやブ
ロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィルムを膨
潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色した
後に行っても良いし、染色しながら延伸しても良いし、また延伸してからヨウ素で染色し
ても良い。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液や水浴中でも延伸することができる。
【００４６】
　また偏光子としては厚みが１０μｍ以下の薄型の偏光子を用いることができる。薄型化
の観点から言えば当該厚みは１～７μｍであるのが好ましい。このような薄型の偏光子は
、厚みムラが少なく、視認性が優れており、また寸法変化が少ないため耐久性に優れ、さ
らには偏光板としての厚みも薄型化が図れる点が好ましい。
【００４７】
　薄型の偏光子としては、代表的には、特開昭５１－０６９６４４号公報や特開２０００
－３３８３２９号公報や、ＷＯ２０１０／１００９１７号パンフレット、ＰＣＴ／ＪＰ２
０１０／００１４６０の明細書、または特願２０１０－２６９００２号明細書や特願２０
１０－２６３６９２号明細書に記載されている薄型偏光膜を挙げることができる。これら
薄型偏光膜は、ポリビニルアルコール系樹脂（以下、ＰＶＡ系樹脂ともいう）層と延伸用
樹脂基材を積層体の状態で延伸する工程と染色する工程を含む製法による得ることができ
る。この製法であれば、ＰＶＡ系樹脂層が薄くても、延伸用樹脂基材に支持されているこ
とにより延伸による破断などの不具合なく延伸することが可能となる。
【００４８】
　前記薄型偏光膜としては、積層体の状態で延伸する工程と染色する工程を含む製法の中
でも、高倍率に延伸できて偏光性能を向上させることのできる点で、ＷＯ２０１０／１０
０９１７号パンフレット、ＰＣＴ／ＪＰ２０１０／００１４６０の明細書、または特願２
０１０－２６９００２号明細書や特願２０１０－２６３６９２号明細書に記載のあるよう
なホウ酸水溶液中で延伸する工程を含む製法で得られるものが好ましく、特に特願２０１
０－２６９００２号明細書や特願２０１０－２６３６９２号明細書に記載のあるホウ酸水
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溶液中で延伸する前に補助的に空中延伸する工程を含む製法により得られるものが好まし
い。
【００４９】
　上記のＰＣＴ／ＪＰ２０１０／００１４６０の明細書に記載の薄型高機能偏光膜は、樹
脂基材に一体に製膜される、二色性物質を配向させたＰＶＡ系樹脂からなる厚みが７μm
以下の薄型高機能偏光膜であって、単体透過率が４２．０％以上および偏光度が９９．９
５％以上の光学特性を有する。
【００５０】
　上記の薄型の偏光子としては、ＰＣＴ／ＪＰ２０１０／００１４６０の明細書に記載の
、薄型高機能偏光膜が好適に用いられる。
【００５１】
　上記薄型高機能偏光膜は、樹脂基材に一体に製膜される、二色性物質を配向させたポリ
ビニルアルコール系樹脂（以下、ＰＶＡ系樹脂ともいう）からなる厚みが７μm以下の薄
型高機能偏光膜であって、単体透過率が４２．０％以上および偏光度が９９．９５％以上
の光学特性を有する。前記厚みは２～６μｍであるのが好ましい。
【００５２】
　上記薄型高機能偏光膜は、少なくとも２０μｍの厚みを有する樹脂基材に、ポリビニル
アルコール系樹脂の塗布および乾燥によってポリビニルアルコール系樹脂層を生成し、生
成されたポリビニルアルコール系樹脂層を二色性物質の染色液に浸漬して、ポリビニルア
ルコール系樹脂層に二色性物質を吸着させ、二色性物質を吸着させたポリビニルアルコー
ル系樹脂層を、ホウ酸水溶液中において、樹脂基材と一体に総延伸倍率を元長の５倍以上
となるように延伸することによって、製造することができる。
【００５３】
　また、二色性物質を配向させた薄型高機能偏光膜を含む積層体フィルムを製造する方法
であって、少なくとも２０μｍの厚みを有する樹脂基材と、樹脂基材の片面にポリビニル
アルコール系樹脂を含む水溶液を塗布および乾燥することによって形成されたポリビニル
アルコール系樹脂層とを含む積層体フィルムを生成する工程と、樹脂基材と樹脂基材の片
面に形成されたポリビニルアルコール系樹脂層とを含む前記積層体フィルムを、二色性物
質を含む染色液中に浸漬することによって、積層体フィルムに含まれるポリビニルアルコ
ール系樹脂層に二色性物質を吸着させる工程と、二色性物質を吸着させたポリビニルアル
コール系樹脂層を含む前記積層体フィルムを、ホウ酸水溶液中において、総延伸倍率が元
長の５倍以上となるように延伸する工程と、二色性物質を吸着させたポリビニルアルコー
ル系樹脂層が樹脂基材と一体に延伸されたことにより、樹脂基材の片面に、二色性物質を
配向させたポリビニルアルコール系樹脂層からなる、厚みが７μm以下、単体透過率が４
２．０％以上かつ偏光度が９９．９５％以上の光学特性を有する薄型高機能偏光膜を製膜
させた積層体フィルムを製造する工程を含むことで、上記薄型高機能偏光膜を製造するこ
とができる。
【００５４】
　背景技術として光学特性に関する整理が必要である。大型表示素子に用いることができ
る偏光膜の光学特性は、端的には、偏光度Ｐと単体透過率Ｔとで示すことができる。偏光
膜の性能は、一般に、トレード・オフ関係にある偏光度Ｐと単体透過率Ｔとの２つの光学
特性値をプロットしたＴ－Ｐグラフで表される。
【００５５】
　図１６の模式図を参照されたい。Ｔ＝５０％で、Ｐ＝１００％が理想特性である。Ｔ値
が低ければＰ値を上げやすく、Ｔ値が高いほどＰ値を上げにくいことになる。したがって
、薄型偏光膜では実現していない偏光度Ｐが９９．９５％以上、単体透過率Ｔが４２．０
％以上であることは、現在または将来、大型表示素子などの偏光膜性能として求められる
光学特性である。ここで、理想特性はＴ＝５０％で、Ｐ＝１００％であるが、光が偏光膜
を透過していく際には、偏光膜と空気との界面で一部の光が反射する現象が起こる。この
反射現象を考慮すると、反射の分は透過率が減少するので、現実的に達成できるT値の最
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大値は４５～４６％程度となる。
【００５６】
　偏光度Ｐは、偏光膜またはディスプレイのコントラスト比（ＣＲ）を表すことができる
。９９．９５％の偏光度Ｐは、偏光膜のＣＲでは２０００：１に相当し、これを一般に市
販されている液晶テレビ用セルに用いたときのディスプレイのＣＲでは１０５０：１に相
当する。いずれのＣＲも大きいほど表示のコントラストが優れ、見やすいということにな
る。偏光膜のＣＲは、後述されるように、平行透過率を直交透過率で除した値である。デ
ィスプレイのＣＲは、最大輝度を最小輝度で除した値である。最小輝度は黒表示時の輝度
であり、一般的な視聴環境を想定した液晶テレビでは０．５ｃｄ／ｍ２以下が求められて
いる。これを越える値では色再現性が低下する。また最大輝度は白表示時の輝度であり、
一般的な視聴環境を想定した液晶テレビでは４５０～５５０ｃｄ／ｍ２の範囲で使用され
る。これを下回ると視認性が低下する。
【００５７】
　以上のことから一般的に液晶テレビには１０００：１以上のＣＲが必要とされている。
一方で、液晶セルにおける偏光解消を考慮すると、偏光膜では２０００：１以上のＣＲを
必要とする。これは、９９．９５％以上の偏光度Ｐに相当する。
【００５８】
　また、液晶テレビ用の偏光膜として一般的には単体透過率Ｔが４２．０％以上のものが
用いられている。偏光膜の単体透過率Ｔが４２．０％を下回ると、ディスプレイの輝度Ｌ
が下がる。例えば、Ｔ＝４２．０％の偏光膜を用いたディスプレイ輝度Ｌ＝１００とした
場合に比べ、Ｔ＝４０．０％の偏光膜のディスプレイ輝度は、Ｌ＝９０である。このこと
は、Ｔ＝４２．０％のディスプレイ輝度Ｌ＝１００を確保するためには、Ｔ＝４０．０％
の偏光膜を用いるディスプレイの光源や使用時の点灯エネルギーを１０％増加させる必要
がある。表示素子に用いる光源を考慮すると、偏光膜の単体透過率Ｔが４２．０％に相当
するディスプレイとするには、光源自体を高輝度化することによってディスプレイ輝度Ｌ
を上げなければならないことになる。
【００５９】
　上記薄型高機能偏光膜およびその製造方法によれば、光学特性の高い薄い偏光膜を提供
することができる。
【００６０】
　これまでの薄型偏光膜の製法は、いずれもオーブンなどの加熱装置において、延伸機を
用いて乾式で延伸しなければならない。乾式で延伸することは、樹脂基材およびそれに形
成されるＰＶＡ系樹脂層の結晶化が進むため、積層体自体を元長の５倍以上に延伸するこ
とは難しい。この結晶化現象は、単層体を乾式で延伸した厚型偏光膜を製造する場合も同
様である。ＰＶＡ系樹脂層の結晶化と延伸倍率の限界とによって、二色性物質を十分に配
向させることができない。これが第１の技術的課題であった。
【００６１】
　当然のことであるが、湿式で延伸された厚型偏光膜の光学特性に匹敵する薄型偏光膜は
、これまで開発されていない。ＰＶＡ系樹脂は親水性高分子組成物であり、水に溶けやす
い。薄いＰＶＡ系樹脂層を、水溶液中において、いかに不溶化させるか、高倍率の延伸に
よって吸着させた二色性物質をいかに高次に配向させるか、その結果として、いかに光学
特性の高い薄型偏光膜を実現するかの課題があった。
【００６２】
　ＰＶＡ系樹脂の水溶液を塗布および乾燥して樹脂基材に形成した薄いＰＶＡ系樹脂層を
、低温（６５℃以下）のホウ酸水溶液中で、樹脂基材と一体に高倍率（５倍以上）に延伸
できる。より詳細には、低温（６５℃以下）のホウ酸水溶液中において、樹脂基材に形成
した薄いＰＶＡ系樹脂層を架橋作用によって不溶化し、そのことにより不溶化された薄い
ＰＶＡ系樹脂層を樹脂基材と一体に５倍以上の倍率で延伸することができるということで
ある。
【００６３】
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　さらに特記すべきは、水分子の可塑剤としての働きによって樹脂基材自体のガラス転移
温度より低いホウ酸水溶液中でも、樹脂基材と一体に薄いＰＶＡ系樹脂層を高倍率に延伸
できるというおどろくべき知見を得たことである。このことによって、図１４または図１
５の薄型高機能偏光膜の参考製造例１および２に見られるように、ＰＶＡ系樹脂の結晶化
を抑えた高倍率の延伸によって二色性物質を十分に吸着および配向させた大型表示素子に
用いることができる光学特性の高い薄型偏光膜、いわゆる薄型高機能偏光膜が得られる。
薄型高機能偏光膜およびその製造方法に用いられる工程および作用について、以下、説明
する。
【００６４】
　（ａ）低温（６５℃以下）のホウ酸水溶液中の延伸作用
　厚みが十数μｍ以下の薄いＰＶＡ系樹脂フィルムを水溶液中で高倍率に延伸するために
は、厚みが２０μｍ以上の樹脂基材に形成されていたとしても、ＰＶＡ系樹脂フィルム自
体に延伸時にかかる張力に耐え、延伸中に水に溶解しない耐水性が付与されていなければ
ならない。すなわち不溶化されたＰＶＡ系樹脂フィルムでなければならない。
【００６５】
　ホウ酸は、次式に示すように、水溶液中でテトラヒドロキシホウ酸アニオンを生成する
。
　Ｈ３ＢＯ３＋Ｈ２Ｏ　←→　Ｈ＋＋［Ｂ（ＯＨ）４］－

　このテトラヒドロキシホウ酸アニオンは、ビニルアルコール系ポリマーのヒドロキシ基
と水素結合し、ビニルアルコール系ポリマーを架橋させると推察される。この架橋状態と
して化学式（１）のような状態が推定モデルのひとつとして考えられる（化学式（１）の
点線のボンドが架橋結合）。この架橋により、ビニルアルコール系ポリマーが不溶化する
。
【００６６】
【化１】

【００６７】
　ＰＶＡ系樹脂をホウ酸水溶液中で延伸すれば、ＰＶＡ系樹脂層を不溶化できるので、５
倍以上の高倍率に延伸することが可能になる。
【００６８】
　（ｂ）高倍率の延伸による作用
　図１２の薄型高機能偏光膜の参考比較例１および２に提示される、樹脂基材と一体に薄
いＰＶＡ系樹脂を乾式で延伸する従来製法によっては、例えば単体透過率が４２．０％以
上で偏光度が９９．９５％以上の光学特性を有する薄型偏光膜を得ることは難しい。その
要因は、「乾式延伸」と云われる延伸方法を用いていることに起因する。乾式延伸は、延
伸対象の樹脂基材のガラス転移温度より低い温度で延伸することが難しい。通常は延伸対
象の樹脂基材が破断する。それを延伸できたとしても均一延伸にはならない。そのため、
乾式延伸は、一般的に延伸対象の樹脂基材のガラス転移温度より高い温度で延伸すること
になる。６５℃以下の低温で延伸する場合には、必然的に、ガラス転移温度が６５℃以下
の延伸対象の樹脂基材が選択されることになる。
【００６９】
　ガラス転移温度と延伸温度の関係はＰＶＡ系樹脂層についても同様である。一般的なＰ
ＶＡ系樹脂のガラス転移温度は８０℃程度であり、乾式延伸による場合、この温度よりも
低温で均一に高倍率に延伸することは難しい。また、温度に関わらず乾式延伸による場合
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、延伸によってＰＶＡ系樹脂の結晶化が進み、延伸対象の樹脂基材を含めて総延伸倍率を
元長の５倍以上にすることは難しい。かつ、ＰＶＡ系樹脂にラメラ構造や球晶のように配
向に寄与しない高次構造（大きな構造）が形成されることによって、二色性物質を十分に
吸着させ、かつ高次に配向させることができなくなるものと推論される。これが従来製法
による薄型偏光膜の光学特性が低い要因と考えている。
【００７０】
　図１２に示す薄型高機能偏光膜の製造方法を想定する。例えば６５℃以下のホウ酸水溶
液中で樹脂基材に形成された薄いＰＶＡ系樹脂を延伸する。樹脂基材は６５℃以上のガラ
ス転移温度を有する組成物であって、好ましくは非晶質のエステル系またはオレフィン系
の熱可塑性樹脂からなる樹脂基材とする。樹脂基材のガラス転移温度が６５℃以上であっ
ても、水分子の可塑剤としての機能により、その樹脂基材は６５℃以下であっても延伸可
能である。ＰＶＡ系樹脂についても水分子が可塑剤として機能する。そのため、樹脂基材
と一体に薄いＰＶＡ系樹脂を６５℃以下のホウ酸水溶液中で延伸することができる。
【００７１】
　そのことにより、ＰＶＡ系樹脂の結晶化を防ぎながら、薄いＰＶＡ系樹脂を５倍以上の
高倍率に延伸することができる。その結果が、薄いＰＶＡ系樹脂の非晶質部分の配向性が
高まることになるという推論に至る。また高倍率に延伸することによって、ＰＶＡ系樹脂
中に存在するポリヨウ素イオン錯体などの二色性物質が高次に一方向に並ぶことになる。
その結果として光学特性の高い薄型偏光膜、いわゆる薄型高機能偏光膜が得られる。
【００７２】
　薄型高機能偏光膜の実施態様は、以下のとおりである。
【００７３】
　薄型高機能偏光膜の第１の態様は、樹脂基材に一体に製膜される、二色性物質を配向さ
せたＰＶＡ系樹脂からなる厚みが７μm以下の薄型高機能偏光膜であって、単体透過率が
４２．０％以上および偏光度が９９．９５％以上の光学特性を有する薄型高機能偏光膜に
関するものである。図１３の表を参照されたい。これにより、表示素子の薄型化、表示ム
ラの解消、エネルギー消費量の低減を可能にする、これまで難しいと考えられていた図１
６のＴ－Ｐグラフに表された理想特性に近い薄型高機能偏光膜の開発に成功した。これは
厚型偏光膜で実現している光学特性に匹敵するものである。
【００７４】
　第１実施態様において、樹脂基材は、吸水率が０．５０％以上の、ガラス転移温度が２
５℃から８５℃の範囲にあるエステル系又はオレフィン系の熱可塑性樹脂であり、具体例
としては、エステル系樹脂フィルムの非晶質ポリエチレンテレフタレートフィルム（アモ
ルファスポリエチレンテレフタレートフィルム、Ａ－ＰＥＴフィルム）である。また薄型
高機能偏光膜の一面を保護する光学機能フィルムにする場合には、樹脂基材は透明樹脂で
あることが好ましい。さらにまた薄型高機能偏光膜に吸着および配向させた二色性物質は
、ヨウ素、有機染料またはそれらの混合物のいずれでもよい。
【００７５】
　薄型高機能偏光膜の第２の態様は、樹脂基材に、二色性物質を配向させたＰＶＡ系樹脂
からなる厚みが７μm以下の薄型高機能偏光膜であって、単体透過率が４２．０％以上か
つ偏光度が９９．９５％以上の光学特性を有する薄型高機能偏光膜を製造する方法に関す
るものである。具体的には、まず、少なくとも２０μｍの厚みを有する樹脂基材に、ＰＶ
Ａ系樹脂水溶液の塗布および乾燥によってＰＶＡ系樹脂層を生成する工程を含む。第２の
態様の樹脂基材も、第１実施態様と同様に、吸水率が０．５０％以上の、ガラス転移温度
が２５℃から８５℃の範囲にあるエステル系又はオレフィン系の熱可塑性樹脂であり、ま
た薄型高機能偏光膜の一面を保護する光学機能フィルムにする場合には透明樹脂であるこ
とが好ましい。
【００７６】
　次に、生成されたＰＶＡ系樹脂層を二色性物質の染色液中に浸漬して、ＰＶＡ系樹脂層
に二色性物質を吸着させる工程を含む。二色性物質は、第１実施態様と同様に、ヨウ素、
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有機染料またはそれらの混合物のいずれでもよい。また染色液において、二色性物質は０
．１ｗｔ％以上４．５ｗｔ％以下の水溶液で５～６０秒間浸漬することによってＰＶＡ系
樹脂層内に吸着させられる。二色性物質としてヨウ素を用いる場合は、ヨウ素の溶解を促
進し染色効率をより一層向上できることから、更にヨウ化物を添加することが、より好ま
しい。
【００７７】
　ところで、染色工程において、親水性のＰＶＡ系樹脂が水溶液に溶け出すことによる影
響は、厚型偏光膜の製造の場合には問題にならないが、薄型偏光膜の製造においては無視
できない技術的課題の一つである。問題は、染色中の水溶液へのＰＶＡ系樹脂の溶出防止
である。染色工程が短時間であれば問題とならないが、場合によっては偏光膜の仕上がり
にも影響する。樹脂基材に生成されたＰＶＡ系樹脂層を染色液に浸漬する前に、予め、Ｐ
ＶＡ系樹脂層に不溶化処理を施しておくことが有効であり、その方法として、常温のホウ
酸水溶液中に浸漬することによって、ＰＶＡ系樹脂層の不溶化が可能である。
【００７８】
　さらに二色性物質を吸着させたＰＶＡ系樹脂層を、ホウ酸水溶液中において、樹脂基材
と一体に延伸する工程を含む。水溶液中においては、延伸中に薄くなるＰＶＡ系樹脂層が
溶け出すため、ＰＶＡ系樹脂層を総延伸倍率を元長の５倍以上となるように、すなわち、
ＰＶＡ系樹脂層の元長の５倍以上の長さに延伸することは難しい。ホウ酸による架橋効果
と不溶化とが同時に可能とするホウ酸水溶液中で、二色性物質を吸着させたＰＶＡ系樹脂
層の高倍率延伸を実現し、配向性能を高めることができたのである。
【００７９】
　既に指摘したことであるが、薄型偏光膜の製造において、「乾式延伸」では、総延伸倍
率を元長の５倍以上にすることはできない。また延伸中にＰＶＡ系樹脂層の結晶化を防止
する観点から、樹脂基材自体のガラス転移温度より低い温度であっても高倍率延伸が可能
な樹脂基材を選択することによって、６５℃以下の低い温度のホウ酸水溶液を用いること
が好ましい。
【００８０】
　図１３の表に示されるように、こうした工程を経て、樹脂基材に、二色性物質を配向さ
せたＰＶＡ系樹脂からなる、厚さ厚みが７μm以下、単体透過率が４２．０％以上かつ偏
光度が９９．９５％以上の光学特性を有する薄型高機能偏光膜を製膜することができる。
【００８１】
　樹脂基材と一体に製造された薄型高機能偏光膜の樹脂基材に製膜されていない面に接着
剤を介して他の樹脂膜を積層すると同時に、樹脂基材を薄型高機能偏光膜から剥離するこ
とによって、薄型高機能偏光膜を他の樹脂膜に転写するようにしてもよい。転写された樹
脂膜に光学機能フィルムを用いることにより、製造された薄型高機能偏光膜の片面に光学
機能フィルムを形成することができる。また片面に光学機能フィルムが形成された薄型高
機能偏光膜の他面に接着剤を介して第２光学機能フィルムを積層するようにしてもよい。
そのことにより、両面に光学機能フィルムが形成された薄型高機能偏光膜を製造すること
ができる。
【００８２】
　薄型高機能偏光膜の第３の態様は、二色性物質を配向させた薄型高機能偏光膜を含む積
層体フィルムを製造する方法に関する。具体的には、二色性物質を配向させたＰＶＡ系樹
脂層からなる、厚みが７μm以下、単体透過率が４２．０％以上かつ偏光度が９９．９５
％以上の光学特性を有する薄型高機能偏光膜を樹脂基材の片面に製膜させた積層体フィル
ムを製造する方法に関するものであり、以下の工程を含む。
【００８３】
　少なくとも２０μｍの厚みを有する樹脂基材と、樹脂基材の片面にＰＶＡ系樹脂を含む
水溶液を塗布および乾燥することによって形成されたＰＶＡ系樹脂層とを含む積層体フィ
ルムを生成する工程を含む。第３の態様の樹脂基材も、第１および第２実施態様と同様に
、吸水率が０．５０％以上の、ガラス転移温度が２５℃から８５℃の範囲にあるエステル
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系又はオレフィン系の熱可塑性樹脂であり、また薄型高機能偏光膜の一面を保護する光学
機能フィルムにする場合には透明樹脂であることが好ましい。
【００８４】
　樹脂基材と樹脂基材の片面に形成されたＰＶＡ系樹脂層とを含む積層体フィルムを、二
色性物質を含む染色液中に浸漬することによって、積層体フィルムに含まれるＰＶＡ系樹
脂層に二色性物質を吸着させる工程を含む。二色性物質は、第１および第２実施態様と同
様に、ヨウ素、有機染料またはそれらの混合物のいずれでもよい。また染色液において、
第２実施態様と同様に、二色性物質は０．１ｗｔ％以上４．５ｗｔ％以下の水溶液で、５
～６０秒間浸漬することによってＰＶＡ系樹脂層内に吸着させられる。二色性物質として
ヨウ素を用いる場合は、ヨウ素の溶解を促進し染色効率をより一層向上できることから、
更にヨウ化物を添加することが、より好ましい。また積層体フィルムに含まれるＰＶＡ系
樹脂層を二色性物質を含む染色液中に浸漬する前に、予め、積層体フィルムを常温のホウ
酸水溶液中に浸漬することによって、ＰＶＡ系樹脂層に不溶化処理を施しておくことが、
より好ましい。
【００８５】
　さらに二色性物質を吸着させたＰＶＡ系樹脂層を含む前記積層体フィルムを、ホウ酸水
溶液中において、延伸する工程を含む。第２実施態様に関連して指摘したように、水溶液
中においては、延伸中に樹脂基材とともに薄くなるＰＶＡ系樹脂層が溶け出すため、積層
体フィルムに含まれるＰＶＡ系樹脂層を総延伸倍率が元長の５倍以上となるように、すな
わち、ＰＶＡ系樹脂層の元長の５倍以上の長さに延伸することは難しい。ホウ酸による架
橋効果と不溶化とが同時に可能とするホウ酸水溶液中で、二色性物質を吸着させたＰＶＡ
系樹脂層が樹脂基材と一体に高倍率延伸されるようにしたことにより、二色性物質の配向
性能を高めることができたのである。
【００８６】
　また積層体フィルムの延伸中にＰＶＡ系樹脂層の結晶化を防止する観点から、積層体フ
ィルムに含まれる樹脂基材自体のガラス転移温度より低い温度であっても高倍率延伸が可
能な樹脂基材を選択することによって、６５℃以下の低い温度のホウ酸水溶液中で積層体
フィルムを延伸することが、より好ましい。
【００８７】
　図１３の表に示されるように、こうした工程を経て、樹脂基材の片面に、二色性物質を
配向させたＰＶＡ系樹脂層からなる、厚さ厚みが７μm以下、単体透過率が４２．０％以
上かつ偏光度が９９．９５％以上の光学特性を有する薄型高機能偏光膜を製膜させた積層
体フィルムを製造する。
【００８８】
　製造された、二色性物質を配向させたＰＶＡ系樹脂からなる薄型高機能偏光膜を含む積
層体フィルムを、積層体フィルムに含まれる樹脂基材のガラス転移温度より低い温度のヨ
ウ化物塩を含む水溶液で洗浄する工程を含むようにしてもよい。さらに洗浄された積層体
フィルムを５０℃以上１００℃以下の温度で乾燥する工程をさらに含むようにしてもよい
。
【００８９】
　さらにまた乾燥された積層体フィルムに含まれる樹脂基材フィルムの片面に製膜された
薄型高機能偏光膜の他面に接着剤を介して光学機能フィルムを積層する工程により、両面
に光学機能フィルムが形成された薄型高機能偏光膜を製造することもできる。或いは、乾
燥された積層体フィルムに含まれる、薄型高機能偏光膜の樹脂基材に製膜されていない面
に接着剤を介して他の樹脂膜を積層すると同時に、樹脂基材を薄型高機能偏光膜から剥離
することによって、薄型高機能偏光膜を他の樹脂膜に転写し、片面に転写された樹脂膜か
らなる光学機能フィルムを形成した薄型高機能偏光膜を製造することもできる。
【００９０】
　［薄型高機能偏光膜の製造工程の概要］
　薄型高機能偏光膜１０の製造は、参考製造例１に基づき説明することとする。図１１に
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示すように、樹脂基材１１は、例えば、ガラス転移温度が８０℃の非晶質ポリエチレンテ
レフタレートフィルムを用いる。樹脂基材１１は、薄型高機能偏光膜１０の片面を支持す
ることができる。延伸される前の樹脂基材１１の厚みは、好ましくは２０μｍ～５００μ
ｍの範囲にあればよい。樹脂基材１１は、二色性物質１４´による染色を防ぐため、水に
不溶で、かつ、膨潤しない疎水性樹脂を用いるようにしてもよい。具体的には、分子構造
中にカルボキシル基、スルホン酸基、第４アミノ基などの解離基や、水酸基、アミド基の
ような非イオン性の親水基を有しない樹脂をいう。
【００９１】
　樹脂基材１１は、例えばエステル系樹脂フィルムやオレフィン系樹脂フィルムであり、
好ましくは、非晶質ポリエチレンテレフタレートフィルムである。結晶化したポリエチレ
ンテレフタレートフィルムは、一般的に弾性率が高いため、低温での延伸が困難である。
一方、非晶質ポリエチレンテレフタレートフィルムは、低温でも延伸することができる。
これらの表面には、ＰＶＡ系樹脂層１２との密着性を向上させるため、コロナ処理を含む
表面改質処理が施されていてもよい。また接着層が設けられてもよい。また樹脂基材１１
の吸水率（ＪＩＳ Ｋ ７２０９）は、好ましくは０．３％以上であり、さらに好ましくは
０．５％以上である。樹脂基材のガラス転移温度（ＪＩＳ Ｋ ７１２１ ＤＳＣ法）は、
好ましくは８５℃以下であり、さらに好ましくは２５℃～８５℃である。このような物性
の樹脂フィルムであれば、６５℃以下のホウ酸水溶液中でも高倍率に延伸することができ
る。
【００９２】
　樹脂基材１１およびＰＶＡ系樹脂層１２からなる積層体フィルム１３は、工程（Ａ）に
より作製される。
【００９３】
　作製工程（Ａ）は、まず、厚みが１００μｍの樹脂基材１１からなるフィルムロールを
準備する。次に、溶媒１００重量部に対して３～１０量部のＰＶＡ系樹脂の水溶液を準備
する。そのように準備して、フィルムロールから樹脂基材１１を繰り出し、樹脂基材上に
ＰＶＡ系樹脂の水溶液を塗布して、６０℃のオーブン内で乾燥しながら、厚みが１０μｍ
のＰＶＡ系樹脂層１２を樹脂基材１１に製膜する。このように作製された積層体フィルム
１３の連続ウェブを巻き取るようにしてもよい。積層体フィルム１３は、次に、以下の連
続工程で処理される。
【００９４】
　まず、染色工程（Ｂ）である。これは、積層体フィルム１３を染色液１４に浸漬し、Ｐ
ＶＡ系樹脂層１２に二色性物質１４´を吸着させる工程である。染色液１４の溶媒は、水
が一般的に使用される。二色性物質１４´は、水を主成分とする溶媒１００重量部に対し
て、通常、０．１～４．３重量部（０．１～４．５ｗｔ％）の割合で用いられる。二色性
物質１４´としては、例えば、ヨウ素、有機染料、それらの混合物等が挙げられる。これ
らの二色性物質は、一種類でも良いし、二種類以上を併用して用いても良い。
【００９５】
　二色性物質１４´としてヨウ素を用いる場合は、ヨウ素の溶解を促進し染色効率をより
一層向上できることから、更にヨウ化物を添加することが好ましい。ヨウ化物は、溶媒１
００重量部に対して、好ましくは０．０２～２０重量部、さらに好ましくは０．１～１０
重量部の割合で用いられる。ヨウ化物の具体例としては、ヨウ化カリウム、ヨウ化リチウ
ム、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化亜鉛、ヨウ化アルミニウム、ヨウ化鉛、ヨウ化銅、ヨウ化
バリウム、ヨウ化カルシウム、ヨウ化錫、ヨウ化チタンなどが挙げられる。これらのなか
でも、ヨウ化カリウムを添加することが好ましい。染色液１４への浸漬時間は、特に限定
されないが、通常、５秒～５分間程度である。染色液１４の温度は、通常、２０～５０℃
程度である。
【００９６】
　染色工程（Ｂ）においては、積層体フィルム１３を、液温が３０℃のヨウ素およびヨウ
化カリウムを含む染色液１４に、３０秒間、浸漬した。このことにより、ＰＶＡ系層１２
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にヨウ素を吸着させた。染色液１４のヨウ素含有量は水１００重量部に対して０．１重量
部とし、ヨウ化カリウム含有量は水１００重量部に対して０．７重量部とした。
【００９７】
　次に、架橋工程（Ｃ）と一体の延伸工程（Ｄ）である。架橋工程（Ｃ）は、積層体フィ
ルム１３をホウ酸水溶液１５中に浸漬し、二色性物質１４´を吸着させたＰＶＡ系樹脂層
１２を架橋する工程である。この架橋工程（Ｃ）は、膨潤化したＰＶＡ系樹脂を水に溶解
しないようにする不溶化工程でもある。
【００９８】
　ホウ酸水溶液１５は溶媒である水にホウ酸またはホウ酸塩を溶解して得られる。ホウ酸
またはホウ酸塩以外に、ホウ砂等のホウ素化合物、グリオキザール、グルタルアルデヒド
等を用いることができる。ホウ酸濃度は、水１００重量部に対して、通常、１～１０重量
部の割合で用いられる。ホウ酸水溶液１５には、ＰＶＡ系樹脂層１２に吸着させたヨウ素
の溶出を抑制する目的からヨウ化物を添加することが望ましい。ヨウ化物の濃度は好まし
くは０．０５～１５重量％、さらに好ましくは０．５～８重量％である。ヨウ化物の具体
例は、染色工程（Ａ）の場合と同様である。ホウ酸水溶液１６への浸漬時間は、特に限定
されないが、通常、１５秒間～５分間程度である。ホウ酸水溶液１５の温度は、通常、２
０～７０℃程度である。
【００９９】
　ヨウ素を吸着させたＰＶＡ系樹脂層１２は、液温が６０℃のヨウ化カリウムを含むホウ
酸水溶液１５中で架橋されながら、周速の異なる複数セットのロールを有するロール延伸
機１６によって樹脂基材１１と一体に延伸された。これが架橋工程（Ｃ）と一体の延伸工
程（Ｄ）である。延伸工程（Ｄ）において、積層体フィルム１３は、縦一軸に延伸倍率５
．０倍まで延伸された。このときのホウ酸水溶液１５のホウ酸含有量は水１００重量部に
対して４重量部とし、ヨウ化カリウム含有量は水１００重量部に対して５重量部とした。
【０１００】
　ホウ酸水溶液１５の温度は、好ましくは８５℃以下である。８５℃を超えると、ＰＶＡ
系樹脂に吸着させたヨウ素の溶出が進みやすく、かつ、ＰＶＡ系樹脂も溶出される場合も
あり、製造される薄型高機能偏光膜１０の光学特性が低下する。また、ＰＶＡ系樹脂層１
２の厚みが薄い場合は、ＰＶＡ系樹脂層１２が溶解して、得られる薄型高機能偏光薄１０
の光学特性がさらに低下する。ホウ酸水溶液１５の温度は、より好ましくは、３０℃～６
５℃である。ホウ酸水溶液１５の温度が３０℃未満である場合には、水の可塑剤としても
機能が十分に発揮されないため、樹脂基材１１およびＰＶＡ系樹脂層１２の軟化が十分に
得られず、積層体フィルム１３の総延伸倍率を元長の５倍以上に延伸することが難しい。
【０１０１】
　ホウ酸水溶液１５において延伸された積層体フィルムの延伸倍率は、積層体フィルム１
３の元長の、好ましくは５倍以上、さらに好ましくは５．５倍以上である。延伸倍率が５
倍未満であると、二色性物質１４´が十分に配向せず、得られた薄型高機能偏光膜１０の
光学特性が低くなる。延伸倍率が６．５倍を超えると、積層体フィルム１３が破断しやす
く、安定的に製造することが難しくなる。「延伸倍率」とは、延伸処理が一段階である場
合、その処理における延伸倍率をいう。複数の延伸機を水溶液中に設けて多段階に延伸す
る場合、各工程の延伸倍率の合計（総延伸倍率）をいう。
【０１０２】
　ホウ酸水溶液による架橋工程は、図１１に示すように、染色工程（Ｂ）の前工程に設け
ることができる。この架橋工程（Ｅ）は、厚型偏光膜の製造においては、ＰＶＡ系樹脂の
溶解が問題とならないので必要とされない。しかしながら、樹脂基材１１に薄いＰＶＡ樹
脂層１２を製膜した積層体フィルム１３を用いた薄型高機能偏光膜１０の製造においては
、染色液１４へのＰＶＡ系樹脂の溶解は無視できない問題である。したがって、染色工程
（Ｂ）の前工程に架橋工程（Ｅ）を設けることは、光学特性の高い薄型高機能偏光膜の製
造においては効果的である。さらにホウ酸水溶液中の延伸工程（Ｄ）の前工程に、染色工
程中に抜けたホウ酸を補強する観点から、別途ホウ酸水溶液による架橋工程（Ｆ）を設け
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るようにしてもよい。
【０１０３】
　５．０倍に延伸された積層体フィルム１３は、ホウ酸水溶液１５から取り出され、次に
、洗浄工程（Ｇ）に送られた。洗浄工程（Ｇ）は、各種処理が施された薄型高機能偏光膜
１０を含む積層体フィルムの不要残存物を洗い流す工程である。この処理が不十分である
と積層体フィルムの乾燥後に薄型高機能偏光膜１０からホウ酸が析出することもある。ま
た洗浄は、ＰＶＡ樹脂が溶解しないようにヨウ化カリウムを含む洗浄液において、処理さ
れる。洗浄液中のヨウ化カリウム濃度は、０．５～１０重量％程度である。洗浄液の温度
は、１０～５０℃程度である。浸漬時間は、通常、１秒間～１分間程度である。
【０１０４】
　最終工程は、乾燥工程（Ｈ）である。乾燥工程（Ｈ）として、任意の適切な方法、例え
ば、自然乾燥、送風乾燥、加熱乾燥を採用することができる。参考製造例１は、６０℃の
温風で、３０秒間、乾燥した。
【０１０５】
　仕上がった積層体フィルムに含まれる樹脂基材１１と一体に延伸されたＰＶＡ系樹脂層
１２の厚みは３μｍであった。ヨウ素を配向させた３μｍ厚のＰＶＡ樹脂からなる薄型高
機能偏光膜１０が樹脂基材１１上に製膜された。これが図１３の表に特性を示した参考製
造例１の薄型高機能偏光膜１０である。
【０１０６】
　薄型高機能偏光膜１０が樹脂基材１１上に製膜された積層体フィルムは、図１１に示す
転写工程（Ｉ）によって、さらに樹脂基材１１を薄型高機能偏光膜１０から剥離すると同
時に、薄型高機能偏光膜１０を他の光学機能フィルムに転写するようにしてもよい。
【０１０７】
　薄型高機能偏光膜に用いられるＰＶＡ系樹脂は、ポリ酢酸ビニル系樹脂を鹸化すること
により得られる。鹸化度は、通常、８５モル％～１００モル％であり、重合度が１，００
０～１０，０００である。このＰＶＡ系樹脂は、ポリビニルアルコールやエチレン－ビニ
ルアルコール共重合体である。
【０１０８】
　製造された薄型高機能偏光膜１０は、好ましくは、可視光領域（波長３８０ｎｍ～７８
０ｎｍ）のいずれかの波長で吸収二色性を示す。厚みは７μｍ以下であり、好ましくは、
０．５μｍ～５μｍである。この薄型高機能偏光膜１０は、収縮応力が小さいため、高温
環境下でも寸法安定性に優れ、また単体透過率４２．０％以上で偏光度９９．９５％以上
の光学特性を示す。
【０１０９】
　［参考製造例１］
　（積層体の作製工程）
　樹脂基材は、ガラス転移温度が８０℃の非晶質ポリエチレンテレフタレートフィルム（
三菱樹脂社製ノバクリアー）を用いた。樹脂基材とポリビニルアルコール層とを含む積層
体フィルムは以下のように作製した。まず、厚みが１００μｍの樹脂基材を準備した。次
に、その樹脂基材上にポリビニルアルコール（日本合成化学社製ＮＨ２６）の水溶液を塗
布して、６０℃の温度で乾燥しながら、厚みが１２μｍのポリビニルアルコール層を製膜
した。このようにして積層体フィルムを作製した。
【０１１０】
　（不溶化工程）
　得られた積層体フィルムを、液温３０℃のホウ酸水溶液中に３０秒間浸漬させた。ホウ
酸水溶液のホウ酸含有量は水１００重量部に対して４重量部とした。
【０１１１】
　（染色工程）
　作製された積層体フィルムを液温が３０℃のヨウ素およびヨウ化カリウムを含む染色液
に、最終的な偏光膜の単体透過率が４０～４４％となるように任意の時間、浸漬した。そ



(20) JP 2012-215889 A 2012.11.8

10

20

30

40

50

のことによりポリビニルアルコール層にヨウ素を吸着させた。染色液のヨウ素含有量は水
１００重量部に対して０．１重量部とし、ヨウ化カリウム含有量は水１００重量部に対し
て０．７重量部とした。
【０１１２】
　（架橋工程）
　次いで、液温３０℃のホウ酸およびヨウ化カリウムを含むホウ酸水溶液中に３０秒間浸
漬させた。ホウ酸水溶液のホン酸含有量は水１００重量部に対して３重量部とし、ヨウ化
カリウム含有量は水１００重量部に対して３重量部とした。
【０１１３】
　樹脂基材にヨウ素を吸着させたポリビニルアルコール層を含む積層体フィルムを、液温
が６０℃のホウ酸およびヨウ化カリウムを含むホウ酸水溶液中で、周速の異なる複数セッ
トのロール間を通して、その積層体フィルムを縦一軸に破断する直前まで延伸した。この
ときの延伸倍率（最大延伸倍率）は５．０倍であった。ホウ酸水溶液のホウ酸含有量は水
１００重量部に対して４重量部とし、ヨウ化カリウム含有量は水１００重量部に対して５
重量部とした。ここでいう「破断する直前」および「最大延伸倍率」とは、事前に破断し
てしまう延伸倍率を確認した上で決定している。具体的には事前に確認した破断した延伸
倍率よりも０．２倍程度低い倍率の延伸を意味する。
【０１１４】
　（洗浄工程）
　その後、積層体フィルムを液温３０℃のヨウ化カリウム水溶液中に３０秒間浸漬させ、
表面に付着したホウ酸を洗浄した。ヨウ化カリウム水溶液のヨウ化カリウム含有量は、水
１００重量部に対してヨウ化カリウムを３重量部とした。
【０１１５】
　５．０倍に延伸された積層体フィルムをホウ酸水溶液から取り出し、次に、６０℃の温
風で乾燥した。樹脂基材と一体に延伸されたポリビニルアルコール層の厚みは５μｍであ
った。このようにしてヨウ素を配向させた５μｍ厚のポリビニルアルコール樹脂層が樹脂
基材上に製膜された。これが図１３の表に特性を示した参考製造例１の薄型高機能偏光膜
である。
【０１１６】
　［参考製造例２］
　樹脂基材はガラス転移温度が３０℃のポリメチルペンテンフィルム（三井化学社製ＴＰ
Ｘ、）を用いた。参考製造例２は、参考製造例１と同様の方法で、樹脂基材にヨウ素を吸
着させたポリビニルアルコール層（但し、厚みは７μｍ）を含む積層体フィルムを、液温
が６０℃のホウ酸およびヨウ化カリウムを含むホウ酸水溶液中で、周速の異なる複数セッ
トのロール間を通して、その積層体フィルムを縦一軸に破断する直前まで延伸した。その
ときの延伸倍率（最大延伸倍率）は５．５倍であった。
【０１１７】
　ここでいう「破断する直前」および「最大延伸倍率」は、参考製造例１の場合と同様に
、事前に確認した破断した延伸倍率よりも０．２倍程度低い倍率の延伸を意味する。この
ようにしてヨウ素を配向させた３μｍ厚のポリビニルアルコール樹脂層が樹脂基材上に製
膜された。これが図１３の表に特性を示した参考製造例２の薄型高機能偏光膜である。
【０１１８】
　［参考比較例１］
　樹脂基材は、ガラス転移温度が８０℃の非晶質ポリエチレンテレフタレートフィルム（
三菱樹脂社製ノバクリアー）を用いた。参考製造例１と同様の方法で、厚みが１００μｍ
の樹脂基材上に厚みが１０μｍのポリビニルアルコール樹脂層を製膜した積層体フィルム
を作製した。次に１１０℃のオーブン内で、作製された積層体フィルムを縦一軸に破断す
る直前まで延伸した。そのときの延伸倍率（最大延伸倍率）は４．０倍であった。ここで
いう「破断する直前」および「最大延伸倍率」は、参考製造例１の場合と同様に、事前に
確認した破断した延伸倍率よりも０．２倍程度低い倍率の延伸を意味する。
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【０１１９】
　さらに、延伸した積層フィルムを参考製造例１と同様に染色液に、最終的な偏光膜の透
過率が４０～４４％となるように任意の時間、浸漬した。染色液から取り出した積層体フ
ィルムを６０℃の温風で乾燥した。樹脂基材と一体に延伸されたポリビニルアルコール樹
脂層の厚みは４μｍであった。このようにしてヨウ素を配向させた４μｍ厚のポリビニル
アルコール樹脂層が樹脂基材上に製膜された。これが図１３の表に特性を示した参考比較
例１の薄型偏光膜である。
【０１２０】
　［参考比較例２］
　厚みが１００μｍの樹脂基材上に厚みが１０μｍのポリビニルアルコール樹脂層を製膜
した積層体フィルムを、参考製造例１と同様に、作製した。作製された積層体フィルムを
参考製造例１と同様に染色液に、最終的な偏光膜の透過率が４０～４４％となるように任
意の時間、浸漬した。染色液から取り出した積層体フィルムを６０℃の温風で乾燥した。
次に９０℃のオーブン内で、ヨウ素を吸着させた積層体フィルムを縦一軸に破断する直前
まで延伸した。そのときの延伸倍率（最大延伸倍率）は４．５倍であった。ここでいう「
破断する直前」および「最大延伸倍率」は、参考製造例１の場合と同様に、事前に確認し
た破断した延伸倍率よりも０．２倍程度低い倍率の延伸を意味する。
【０１２１】
　樹脂基材と一体に延伸されたポリビニルアルコール層の厚みは４μｍであった。このよ
うにしてヨウ素を配向させた４μｍ厚のポリビニルアルコール樹脂層が樹脂基材上に製膜
された。これが図１３の表に特性を示した参考比較例２の薄型偏光膜である。
【０１２２】
　［測定方法］
　［厚みの測定］
　樹脂基材および薄型偏光膜の厚みは、デジタルマイクロメーター（アンリツ社製ＫＣ－
３５１Ｃ）を用いて測定した。
　［透過率および偏光度の測定］
　薄型偏光膜の単体透過率Ｔ、平行透過率Ｔｐ、直交透過率Ｔｃは、紫外可視分光光度計
（日本分光社製Ｖ７１００）を用いて測定した。これらの透過率Ｔ、Ｔｐ、Ｔｃは、ＪＩ
Ｓ　Ｚ　８７０１の２度視野（Ｃ光源）により測定して視感度補正を行なったＹ値である
。
　偏光度Ｐを上記の透過率を用い、次式により求めた。
　偏光度Ｐ（％）＝｛（Ｔｐ－Ｔｃ）／（Ｔｐ＋Ｔｃ）｝１／２×１００
　偏光膜のコントラスト比（ＣＲ）は、次式により求めた。
　ＣＲ＝Ｔｐ／Ｔｃ
　ディスプレイのコントラスト比（ＣＲ）は、次式により求めた。
　ＣＲ＝最大輝度／最小輝度
【０１２３】
　上記の特願２０１０－２６９００２号明細書や特願２０１０－２６３６９２号明細書の
薄型偏光膜は、二色性物質を配向させたＰＶＡ系樹脂からなる連続ウェブの偏光膜であっ
て、非晶性エステル系熱可塑性樹脂基材に製膜されたＰＶＡ系樹脂層を含む積層体が空中
補助延伸とホウ酸水中延伸とからなる２段延伸工程で延伸されることにより、１０μｍ以
下の厚みにされたものである。かかる薄型偏光膜は、単体透過率をＴ、偏光度をＰとした
とき、Ｐ＞－（１００．９２９Ｔ－４２．４－１）×１００（ただし、Ｔ＜４２．３）、
およびＰ≧９９．９（ただし、Ｔ≧４２．３）の条件を満足する光学特性を有するように
されたものであることが好ましい。
【０１２４】
　具体的には、前記薄型偏光膜は、連続ウェブの非晶性エステル系熱可塑性樹脂基材に製
膜されたＰＶＡ系樹脂層に対する空中高温延伸によって、配向されたＰＶＡ系樹脂層から
なる延伸中間生成物を生成する工程と、延伸中間生成物に対する二色性物質の吸着によっ
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て、二色性物質（ヨウ素またはヨウ素と有機染料の混合物が好ましい）を配向させたＰＶ
Ａ系樹脂層からなる着色中間生成物を生成する工程と、着色中間生成物に対するホウ酸水
中延伸によって、二色性物質を配向させたＰＶＡ系樹脂層からなる厚さが１０μｍ以下の
偏光膜を生成する工程とを含む薄型偏光膜の製造方法により製造することができる。
【０１２５】
　この製造方法において、空中高温延伸とホウ酸水中延伸とによる非晶性エステル系熱可
塑性樹脂基材に製膜されたＰＶＡ系樹脂層の総延伸倍率が、５倍以上になるようにするの
が望ましい。ホウ酸水中延伸のためのホウ酸水溶液の液温は、６０℃以上とすることがで
きる。ホウ酸水溶液中で着色中間生成物を延伸する前に、着色中間生成物に対して不溶化
処理を施すのが望ましく、その場合、液温が４０℃を超えないホウ酸水溶液に前記着色中
間生成物を浸漬することにより行うのが望ましい。上記非晶性エステル系熱可塑性樹脂基
材は、イソフタル酸を共重合させた共重合ポリエチレンテレフタレート、シクロヘキサン
ジメタノールを共重合させた共重合ポリエチレンテレフタレートまたは他の共重合ポリエ
チレンテレフタレートを含む非晶性ポリエチレンテレフタレートとすることができ、透明
樹脂からなるものであることが好ましく、その厚みは、製膜されるＰＶＡ系樹脂層の厚み
の７倍以上とすることができる。また、空中高温延伸の延伸倍率は３．５倍以下が好まし
く、空中高温延伸の延伸温度はＰＶＡ系樹脂のガラス転移温度以上、具体的には９５℃～
１５０℃の範囲であるのが好ましい。空中高温延伸を自由端一軸延伸で行う場合、非晶性
エステル系熱可塑性樹脂基材に製膜されたＰＶＡ系樹脂層の総延伸倍率が、５倍以上７．
５倍以下であるのが好ましい。また、空中高温延伸を固定端一軸延伸で行う場合、非晶性
エステル系熱可塑性樹脂基材に製膜されたＰＶＡ系樹脂層の総延伸倍率が、５倍以上８．
５倍以下であるのが好ましい。
　更に具体的には、次のような方法により、薄型偏光膜を製造することができる。
【０１２６】
　イソフタル酸を６ｍｏｌ％共重合させたイソフタル酸共重合ポリエチレンテレフタレー
ト（非晶性ＰＥＴ）の連続ウェブの基材を作製する。非晶性ＰＥＴのガラス転移温度は７
５℃である。連続ウェブの非晶性ＰＥＴ基材とポリビニルアルコール（ＰＶＡ）層からな
る積層体を、以下のように作製する。ちなみにＰＶＡのガラス転移温度は８０℃である。
【０１２７】
　２００μｍ厚の非晶性ＰＥＴ基材と、重合度１０００以上、ケン化度９９％以上のＰＶ
Ａ粉末を水に溶解した４～５％濃度のＰＶＡ水溶液とを準備する。次に、２００μｍ厚の
非晶性ＰＥＴ基材にＰＶＡ水溶液を塗布し、５０～６０℃の温度で乾燥し、非晶性ＰＥＴ
基材に７μｍ厚のＰＶＡ層が製膜された積層体を得る。
【０１２８】
　７μｍ厚のＰＶＡ層を含む積層体を、空中補助延伸およびホウ酸水中延伸の２段延伸工
程を含む以下の工程を経て、３μｍ厚の薄型高機能偏光膜を製造する。第１段の空中補助
延伸工程によって、７μｍ厚のＰＶＡ層を含む積層体を非晶性ＰＥＴ基材と一体に延伸し
、５μｍ厚のＰＶＡ層を含む延伸積層体を生成する。具体的には、この延伸積層体は、７
μｍ厚のＰＶＡ層を含む積層体を１３０℃の延伸温度環境に設定されたオーブンに配備さ
れた延伸装置にかけ、延伸倍率が１．８倍になるように自由端一軸に延伸したものである
。この延伸処理によって、延伸積層体に含まれるＰＶＡ層を、ＰＶＡ分子が配向された５
μｍ厚のＰＶＡ層へと変化させる。
【０１２９】
　次に、染色工程によって、ＰＶＡ分子が配向された５μｍ厚のＰＶＡ層にヨウ素を吸着
させた着色積層体を生成する。具体的には、この着色積層体は、延伸積層体を液温３０℃
のヨウ素およびヨウ化カリウムを含む染色液に、最終的に生成される高機能偏光膜を構成
するＰＶＡ層の単体透過率が４０～４４％になるように任意の時間、浸漬することによっ
て、延伸積層体に含まれるＰＶＡ層にヨウ素を吸着させたものである。本工程において、
染色液は、水を溶媒として、ヨウ素濃度を０．１２～０．３０重量％の範囲内とし、ヨウ
化カリウム濃度を０．７～２．１重量％の範囲内とする。ヨウ素とヨウ化カリウムの濃度
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の比は１対７である。ちなみに、ヨウ素を水に溶解するにはヨウ化カリウムを必要とする
。より詳細には、ヨウ素濃度０．３０重量％、ヨウ化カリウム濃度２．１重量％の染色液
に延伸積層体を６０秒間浸漬することによって、ＰＶＡ分子が配向された５μｍ厚のＰＶ
Ａ層にヨウ素を吸着させた着色積層体を生成する。
【０１３０】
　さらに、第２段のホウ酸水中延伸工程によって、着色積層体を非晶性ＰＥＴ基材と一体
にさらに延伸し、３μｍ厚の高機能偏光膜を構成するＰＶＡ層を含む光学フィルム積層体
を生成する。具体的には、この光学フィルム積層体は、着色積層体をホウ酸とヨウ化カリ
ウムを含む液温範囲６０～８５℃のホウ酸水溶液に設定された処理装置に配備された延伸
装置にかけ、延伸倍率が３．３倍になるように自由端一軸に延伸したものである。より詳
細には、ホウ酸水溶液の液温は６５℃である。それはまた、ホウ酸含有量を水１００重量
部に対して４重量部とし、ヨウ化カリウム含有量を水１００重量部に対して５重量部とす
る。本工程においては、ヨウ素吸着量を調整した着色積層体をまず５～１０秒間ホウ酸水
溶液に浸漬する。しかる後に、その着色積層体をそのまま処理装置に配備された延伸装置
である周速の異なる複数の組のロール間に通し、３０～９０秒かけて延伸倍率が３．３倍
になるように自由端一軸に延伸する。この延伸処理によって、着色積層体に含まれるＰＶ
Ａ層を、吸着されたヨウ素がポリヨウ素イオン錯体として一方向に高次に配向した３μｍ
厚のＰＶＡ層へと変化させる。このＰＶＡ層が光学フィルム積層体の高機能偏光膜を構成
する。
【０１３１】
　光学フィルム積層体の製造に必須の工程ではないが、洗浄工程によって、光学フィルム
積層体をホウ酸水溶液から取り出し、非晶性ＰＥＴ基材に製膜された３μｍ厚のＰＶＡ層
の表面に付着したホウ酸をヨウ化カリウム水溶液で洗浄するのが好ましい。しかる後に、
洗浄された光学フィルム積層体を６０℃の温風による乾燥工程によって乾燥する。なお洗
浄工程は、ホウ酸析出などの外観不良を解消するための工程である。
【０１３２】
　同じく光学フィルム積層体の製造に必須の工程というわけではないが、貼合せおよび／
または転写工程によって、非晶性ＰＥＴ基材に製膜された３μｍ厚のＰＶＡ層の表面に接
着剤を塗布しながら、８０μｍ厚のトリアセチルセルロースフィルムを貼合せたのち、非
晶性ＰＥＴ基材を剥離し、３μｍ厚のＰＶＡ層を８０μｍ厚のトリアセチルセルロースフ
ィルムに転写することもできる。
【０１３３】
［その他の工程］
　上記の薄型偏光膜の製造方法は、上記工程以外に、その他の工程を含み得る。その他の
工程としては、例えば、不溶化工程、架橋工程、乾燥（水分率の調節）工程等が挙げられ
る。その他の工程は、任意の適切なタイミングで行い得る。
　上記不溶化工程は、代表的には、ホウ酸水溶液にＰＶＡ系樹脂層を浸漬させることによ
り行う。不溶化処理を施すことにより、ＰＶＡ系樹脂層に耐水性を付与することができる
。当該ホウ酸水溶液の濃度は、水１００重量部に対して、好ましくは１重量部～４重量部
である。不溶化浴（ホウ酸水溶液）の液温は、好ましくは２０℃～５０℃である。好まし
くは、不溶化工程は、積層体作製後、染色工程や水中延伸工程の前に行う。
　上記架橋工程は、代表的には、ホウ酸水溶液にＰＶＡ系樹脂層を浸漬させることにより
行う。架橋処理を施すことにより、ＰＶＡ系樹脂層に耐水性を付与することができる。当
該ホウ酸水溶液の濃度は、水１００重量部に対して、好ましくは１重量部～４重量部であ
る。また、上記染色工程後に架橋工程を行う場合、さらに、ヨウ化物を配合することが好
ましい。ヨウ化物を配合することにより、ＰＶＡ系樹脂層に吸着させたヨウ素の溶出を抑
制することができる。ヨウ化物の配合量は、水１００重量部に対して、好ましくは１重量
部～５重量部である。ヨウ化物の具体例は、上述のとおりである。架橋浴（ホウ酸水溶液
）の液温は、好ましくは２０℃～５０℃である。好ましくは、架橋工程は上記第２のホウ
酸水中延伸工程の前に行う。好ましい実施形態においては、染色工程、架橋工程および第
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２のホウ酸水中延伸工程をこの順で行う。
【０１３４】
　第一および第二透明保護フィルムを構成する材料としては、例えば透明性、機械的強度
、熱安定性、水分遮断性、等方性などに優れる熱可塑性樹脂が用いられる。このような熱
可塑性樹脂の具体例としては、トリアセチルセルロース等のセルロース樹脂、ポリエステ
ル樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリア
ミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリオレフィン樹脂、（メタ）アクリル樹脂、環状ポリオレ
フィン樹脂（ノルボルネン系樹脂）、ポリアリレート樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニ
ルアルコール樹脂、およびこれらの混合物が挙げられる。なお、透明保護フィルムとして
は、（メタ）アクリル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系
等の熱硬化性樹脂または紫外線硬化型樹脂を用いることができる。透明保護フィルム中に
は任意の適切な添加剤が１種類以上含まれていてもよい。添加剤としては、例えば、紫外
線吸収剤、酸化防止剤、滑剤、可塑剤、離型剤、着色防止剤、難燃剤、核剤、帯電防止剤
、顔料、着色剤などが挙げられる。透明保護フィルム中の上記熱可塑性樹脂の含有量は、
好ましくは５０～１００重量％、より好ましくは５０～９９重量％、さらに好ましくは６
０～９８重量％、特に好ましくは７０～９７重量％である。透明保護フィルム中の上記熱
可塑性樹脂の含有量が５０重量％以下の場合、熱可塑性樹脂が本来有する高透明性等が十
分に発現できないおそれがある。
【０１３５】
　本発明の透明保護フィルムとしては、セルロース樹脂、環状ポリオレフィン樹脂、（メ
タ）アクリル樹脂およびポリエステル樹脂から選ばれるいずれか少なくとも１つを用いる
のが好ましい。
【０１３６】
　セルロース樹脂は、セルロースと脂肪酸のエステルである。このようセルロースエステ
ル系樹脂の具体例としでは、トリアセチルセルロース、ジアセチルセルロース、トリプロ
ピオニルセルロース、ジプロピオニルセルロース等が挙げられる。これらのなかでも、ト
リアセチルセルロースが特に好ましい。トリアセチルセルロースは多くの製品が市販され
ており、入手容易性やコストの点でも有利である。トリアセチルセルロースの市販品の例
としては、富士フイルム社製の商品名「ＵＶ－５０」、「ＵＶ－８０」、「ＳＨ－８０」
、「ＴＤ－８０U」、「ＴＤ－ＴＡＣ」、「ＵＺ－ＴＡＣ」や、コニカ社製の「ＫＣシリ
ーズ」等が挙げられる。
【０１３７】
　環状ポリオレフィン樹脂の具体的としては、好ましくはノルボルネン系樹脂である。環
状オレフィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の総称であり、
例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特開平３－１２
２１３７号公報等に記載されている樹脂が挙げられる。具体例としては、環状オレフィン
の開環（共）重合体、環状オレフィンの付加重合体、環状オレフィンとエチレン、プロピ
レン等のα－オレフィンとその共重合体（代表的にはランダム共重合体）、および、これ
らを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性したグラフト重合体、ならびに、それらの水素
化物などが挙げられる。環状オレフィンの具体例としては、ノルボルネン系モノマーが挙
げられる。環状ポリオレフィン樹脂としては、種々の製品が市販されている。具体例とし
ては、日本ゼオン株式会社製の商品名「ゼオネックス」、「ゼオノア」、ＪＳＲ株式会社
製の商品名「アートン」、ＴＩＣＯＮＡ社製の商品名「トーパス」、三井化学株式会社製
の商品名「ＡＰＥＬ」が挙げられる。
【０１３８】
　（メタ）アクリル系樹脂としては、本発明の効果を損なわない範囲内で、任意の適切な
（メタ）アクリル系樹脂を採用し得る。例えば、ポリメタクリル酸メチルなどのポリ（メ
タ）アクリル酸エステル、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸共重合、メタクリル
酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、メタクリル酸メチル－アクリル酸エス
テル－（メタ）アクリル酸共重合体、（メタ）アクリル酸メチル－スチレン共重合体（Ｍ
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Ｓ樹脂など）、脂環族炭化水素基を有する重合体（例えば、メタクリル酸メチル－メタク
リル酸シクロヘキシル共重合体、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸ノルボルニル
共重合体など）が挙げられる。好ましくは、ポリ（メタ）アクリル酸メチルなどのポリ（
メタ）アクリル酸Ｃ１－６アルキルが挙げられる。より好ましくはメタクリル酸メチルを
主成分（５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％）とするメタクリル酸メチ
ル系樹脂が挙げられる。
【０１３９】
　（メタ）アクリル系樹脂の具体例として、例えば、三菱レイヨン株式会社製のアクリペ
ットＶＨやアクリペットＶＲＬ２０Ａ、特開２００４－７０２９６号公報に記載の分子内
に環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂、分子内架橋や分子内環化反応により得られる
高Ｔｇ（メタ）アクリル樹脂系が挙げられる。
【０１４０】
　（メタ）アクリル系樹脂として、ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂を用
いることもできる。高い耐熱性、高い透明性、二軸延伸することにより高い機械的強度を
有するからである。ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂としては、特開２０
００－２３００１６号公報、特開２００１－１５１８１４号公報、特開２００２－１２０
３２６号公報、特開２００２－２５４５４４号公報、特開２００５－１４６０８４号公報
などに記載の、ラクトン環構造を有する（メタ）アクリル系樹脂が挙げられる。
【０１４１】
　ポリエステル樹脂としては特に限定されないが、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸
、オルトフタル酸、２，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸
、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、ジフェニルカル
ボン酸、ジフェノキシエタンジカルボン酸、ジフェニルスルホンカルボン酸、アントラセ
ンジカルボン酸、１，３－シクロペンタンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカル
ボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、ヘキサヒドロテレフタル酸、ヘキサヒド
ロイソフタル酸、マロン酸、ジメチルマロン酸、コハク酸、３，３－ジエチルコハク酸、
グルタル酸、２，２－ジメチルグルタル酸、アジピン酸、２－メチルアジピン酸、トリメ
チルアジピン酸、ピメリン酸、アゼライン酸、ダイマー酸、セバシン酸、スベリン酸、ド
デカジカルボン酸等のジカルボン酸と、エチレングリコール、プロピレングリコール、ヘ
キサメチレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，２－シクロヘキサンジメタノー
ル、１，４－シクロヘキサンジメタノール、デカメチレングリコール、１，３－プロパン
ジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサジオー
ル、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル
）スルホン等のジオールを、それぞれ１種を重縮合してなるホモポリマー、又はジカルボ
ン酸１種以上とジオール２種以上を重縮合してなる共重合体、あるいはジカルボン酸２種
以上とジオールを１種以上重縮合してなる共重合体、及びこれらのホモポリマーや共重合
体を２種以上ブレンドしてなるブレンド樹脂のいずれかを挙げることができる。中でも、
ポリエチレンテレフタレート樹脂が好ましく用いられる。特に、非晶質化したポリエチレ
ンテレフタレート樹脂が好ましい。
【０１４２】
　第一透明保護フィルムの厚みは適宜に決定しうる。一般には強度や取扱性等の作業性、
薄層性などの点より１～８０μｍであるの好ましく、偏光板に基づく凹凸を小さく抑える
ことができることから、第一透明保護フィルムの厚みは６０μｍ以下であるのが好ましく
、さらには１０～６０μｍ、さらには１０～５０μｍであるのが好適である。
【０１４３】
　また第一透明保護フィルムは、ヘイズ値が１５％以下のものが好ましく用いられる。通
常、上記材料から形成される透明保護フィルムのヘイズ値は１％以下であり、好ましくは
０．５％以下、さらに好ましくは０．３％である。従って、上記材料から形成される透明
保護フィルムは、そのまま第一透明保護フィルムとして用いることができる。
【０１４４】
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　一方、第一透明保護フィルムとしては、当該上記材料から形成される透明保護フィルム
の偏光子を接着させない面に、ヘイズ値が１５％以下になる範囲で、ハードコート層や反
射防止処理、拡散ないしアンチグレアを目的とした機能層を施したものを用いることがで
きる。ヘイズ値が１５％以下であれば、クリアな高級感を満足することができる。第一透
明保護フィルムが機能層を有する場合もヘイズ値は小さいのが好ましく、ヘイズ値は１０
％以下であるのが好ましく、さらには５％以下であるのが好ましい。
【０１４５】
　ハードコート処理は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えば
アクリル系、シリコーン系などの適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れ
る硬化皮膜を透明保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。反
射防止処理は偏光板表面での外光の反射防止を目的に施されるものであり、従来に準じた
反射防止膜などの形成により達成することができる。
【０１４６】
　またアンチグレア処理は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を阻害する
ことの防止等を目的に施されるものであり、例えばサンドブラスト方式やエンボス加工方
式による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて透明保護フィルムの表
面に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構造の
形成に含有させる微粒子としては、例えば平均粒径が０．５～２０μｍのシリカ、アルミ
ナ、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモン
等からなる導電性のこともある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等からなる有機
系微粒子などの透明微粒子が用いられる。表面微細凹凸構造を形成する場合、微粒子の使
用量は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００重量部に対して一般的に２～７０重
量部程度であり、５～５０重量部が好ましい。アンチグレア層は、偏光板透過光を拡散し
て視角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよい。
【０１４７】
　なお、前記反射防止層、拡散層やアンチグレア層等の機能層は、透明保護フィルムその
ものに設けることができるほか、別途光学層として透明保護フィルムとは別体のものとし
て設けることもできる。なお、前記機能層の厚みは、通常、１０μｍ以下であり、好まし
くは１～１０μｍであり、さらに好ましくは３～７μｍであり、これら機能層の厚みは、
機能層を形成する材料の種類、組成に応じて、第一透明保護フィルムのヘイズ値が１５％
以下になるように設計される。第一透明保護フィルムが、前記機能層を有する場合にも、
第一透明保護フィルムの厚みは、前記範囲であるのが好ましい。
【０１４８】
　上記偏光子の片側には、上記第一透明保護フィルムが設けられるが、他の片側には第二
透明保護フィルムを設けることができる。この場合、第一および第二透明保護フィルムは
同じポリマー材料であってもよく、異なるポリマー材料等であってもよい。
【０１４９】
　第二透明保護フィルムの厚みは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業
性、薄層性などの点より１～８０μｍであるのが好ましく、偏光板に基づく凹凸を小さく
抑えることができることから、第一および第二透明保護フィルムを設ける場合には、第一
および第二透明保護フィルムのいずれか少なくとも一方の厚みが６０μｍ以下であるのが
好ましく、さらには１０～６０μｍ、さらには１０～５０μｍであるのが好適である。
【０１５０】
　第一および第二透明保護フィルムは、いずれも、厚みが６０μｍ以下であるのが好まし
く、さらには１０～６０μｍ、さらには１０～５０μｍであるのが好適である。
【０１５１】
　また第二透明保護フィルムのヘイズ値は、通常、１％以下であり、好ましくは０．５％
以下、さらに好ましくは０．３％であり、上記材料から形成される透明保護フィルムをそ
のまま、第二透明保護フィルムとして用いることができる。
【０１５２】
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　前記偏光子と第一および／または第二透明保護フィルムとの接着処理には、接着剤が用
いられる。接着剤としては、イソシアネート系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤、
ゼラチン系接着剤、ビニル系ラテックス系、水系ポリエステル等を例示できる。前記接着
剤は、通常、水溶液からなる接着剤として用いられ、通常、０．５～６０重量％の固形分
を含有してなる。上記の他、偏光子と透明保護フィルムとの接着剤としては、紫外硬化型
接着剤、電子線硬化型接着剤等が挙げられる。電子線硬化型偏光板用接着剤は、上記各種
の透明保護フィルムに対して、好適な接着性を示す。また本発明で用いる接着剤には、金
属化合物フィラーを含有させることができる。
【０１５３】
　また偏光板以外の光学フィルムとしては、例えば反射板や反透過板、位相差板（１／２
や１／４等の波長板を含む）、視覚補償フィルム、輝度向上フィルム、表面処理フィルム
等の液晶表示装置等の形成に用いられることのある光学層となるものが挙げられる。これ
らは単独で光学フィルムとして用いることができる他、前記偏光板に、実用に際して積層
して、１層または２層以上用いることができる。
【０１５４】
　本発明の粘着型光学フィルムにおいて粘着型偏光板は、液晶表示装置等の画像表示装置
の形成において視認側に配置されて用いられるが、画像表示装置の形成にあたっては、他
の光学フィルムを組み合わせて用いることができる。本発明の粘着型偏光板は、液晶表示
装置においては、液晶セルに対して視認側の偏光板として用いられる。液晶セルに対して
反対側の偏光板は特に制限はない。　
【０１５５】
　偏光板に前記光学層を積層した光学フィルムは、液晶表示装置等の製造過程で順次別個
に積層する方式にても形成することができるが、予め積層して光学フィルムとしたものは
、品質の安定性や組立作業等に優れていて液晶表示装置などの製造工程を向上させうる利
点がある。積層には粘着層等の適宜な接着手段を用いうる。前記の偏光板と他の光学層の
接着に際し、それらの光学軸は目的とする位相差特性などに応じて適宜な配置角度とする
ことができる。
【０１５６】
　位相差板としては、高分子素材を一軸または二軸延伸処理してなる複屈折性フィルム、
液晶ポリマーの配向フィルム、液晶ポリマーの配向層をフィルムにて支持したものなどが
挙げられる。位相差板の厚さも特に制限されないが、１０～１５０μｍ程度が一般的であ
る。偏光板に基づく凹凸を小さく抑えることができることから、位相差板の厚みは６０μ
ｍ以下であるのが好ましく、さらには１０～６０μｍ、さらには１０～５０μｍであるの
が好適である。
【０１５７】
　高分子素材としては、例えば、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、ポリメ
チルビニルエーテル、ポリヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルセルロース
、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、ポリカーボネート、ポリアリレー
ト、ポリスルホン、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリエー
テルスルホン、ポリフェニレンスルファイド、ポリフェニレンオキサイド、ポリアリルス
ルホン、ポリアミド、ポリイミド、ポリオレフィン、ポリ塩化ビニル、セルロース系重合
体、ノルボルネン系樹脂、またはこれらの二元系、三元系各種共重合体、グラフト共重合
体、ブレンド物などが挙げられる。これらの高分子素材は延伸等により配向物（延伸フィ
ルム）となる。
【０１５８】
　液晶ポリマーとしては、例えば、液晶配向性を付与する共役性の直線状原子団（メソゲ
ン）がポリマーの主鎖や側鎖に導入された主鎖型や側鎖型の各種のものなどが挙げられる
。主鎖型の液晶ポリマーの具体例としては、屈曲性を付与するスペーサ部でメソゲン基を
結合した構造の、例えばネマチック配向性のポリエステル系液晶性ポリマー、ディスコテ
ィックポリマーやコレステリックポリマーなどが挙げられる。側鎖型の液晶ポリマーの具
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体例としては、ポリシロキサン、ポリアクリレート、ポリメタクリレート又はポリマロネ
ートを主鎖骨格とし、側鎖として共役性の原子団からなるスペーサ部を介してネマチック
配向付与性のパラ置換環状化合物単位からなるメソゲン部を有するものなどが挙げられる
。これらの液晶ポリマーは、例えば、ガラス板上に形成したポリイミドやポリビニルアル
コール等の薄膜の表面をラビング処理したもの、酸化ケイ素を斜方蒸着したものなどの配
向処理面上に液晶性ポリマーの溶液を展開して熱処理することにより行われる。
【０１５９】
　位相差板は、例えば各種波長板や液晶層の複屈折による着色や視角等の補償を目的とし
たものなどの使用目的に応じた適宜な位相差を有するものであって良く、２種以上の位相
差板を積層して位相差等の光学特性を制御したものなどであっても良い。
【０１６０】
　また光学フィルムとしては、ヘイズ値が１５％以下のものが好適に用いられる。当該光
学フィルムとしては、例えば、透明保護フィルムにおいて例示したものと同様のものを例
示できる。ヘイズ値が１５％以下の光学フィルムは、前面板またはタッチパネルに貼り合
わせることを目的とした基材フィルムとして好適である。ヘイズ値が１５％以下であれば
、前記光学フィルムとして、表面処理フィルムを用いることができる。表面処理フィルム
は、前記基材フィルムの表面処理をすることにより得られる。
【０１６１】
　前記ヘイズ値は好ましくは１％以下、より好ましくは０．５％以下、さらに好ましくは
０．３％である。また、ヘイズ値が１５％以下の光学フィルムの厚みは、一般的には強度
や取扱性等の作業性、薄層性などの点より１～８０μｍであるの好ましく、光学フィルム
の凹凸を小さく抑えることができることから、その厚みは６０μｍ以下であるのが好まし
く、さらには１０～６０μｍ、さらには１０～５０μｍであるのが好適である。
【０１６２】
　表面処理フィルムとしては、表面の耐擦傷性を付与するために用いられるハードコート
フィルム、画像表示装置に対する写り込みを防止するためのアンチグレア処理フィルム、
アンチリフレクティブフィルム、ローリフレクティブフィルムなどの反射防止フィルム等
が挙げられる。前面板は、液晶表示装置や有機ＥＬ表示装置、ＣＲＴ、ＰＤＰ等の画像表
示装置を保護したり、高級感を付与したり、デザインにより差別化したりするために、前
記画像表示装置の表面に貼り合せて設けられる。また前面板は、３Ｄ－ＴＶにおけるλ／
４板の支持体として用いられる。例えば、液晶表示装置では、視認側の偏光板の上側に設
けられる。本発明の粘着剤層を用いた場合には、前面板として、ガラス基材の他に、ポリ
カーボネート基材、ポリメチルメタクリレート基材等のプラスチック基材においてもガラ
ス基材と同様の効果を発揮する。
【０１６３】
　前記光学フィルムに設けられる粘着剤層は、粘着剤から形成される。粘着剤としては各
種の粘着剤を用いることができ、例えば、ゴム系粘着剤、アクリル系粘着剤、シリコーン
系粘着剤、ウレタン系粘着剤、ビニルアルキルエーテル系粘着剤、ポリビニルアルコール
系粘着剤、ポリビニルピロリドン系粘着剤、ポリアクリルアミド系粘着剤、セルロース系
粘着剤などが挙げられる。前記粘着剤の種類に応じて粘着性のベースポリマーが選択され
る。
【０１６４】
　前記粘着剤のなかでも、光学的透明性に優れ、適宜な濡れ性と凝集性と接着性の粘着特
性を示して、耐候性や耐熱性などに優れる点から、アクリル系粘着剤が好ましく使用され
る。
【０１６５】
　アクリル系粘着剤は、（メタ）アクリル酸アルキルエステルのモノマーユニットを主骨
格とする（メタ）アクリル系ポリマーをベースポリマーとする。なお、（メタ）アクリル
酸アルキルエステルはアクリル酸アルキルエステルおよび／またはメタクリル酸アルキル
エステルをいい、本発明の（メタ）とは同様の意味である。（メタ）アクリル系ポリマー
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の主骨格を構成する、（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、直鎖状または分岐
鎖状のアルキル基の炭素数１～１８のものを例示できる。例えば、前記アルキル基として
は、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、アミ
ル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、ヘプチル基、２－エチルヘキシル基、イソオクチ
ル基、ノニル基、デシル基、イソデシル基、ドデシル基、イソミリスチル基、ラウリル基
、トリデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル基、オクタデシル基、
等を例示できる。これらは単独であるいは組み合わせて使用することができる。これらア
ルキル基の平均炭素数は３～９であるのが好ましい。
【０１６６】
　また、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレートのよう
な芳香族環を含有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルを用いることができる。芳香
族環を含有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、これを重合したポリマーを前記
例示の（メタ）アクリル系ポリマーに混合して用いることができるが、透明性の観点から
、芳香族環を含有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、前記（メタ）アクリル酸
アルキルエステルと共重合して用いるのが好ましい。
【０１６７】
　前記（メタ）アクリル系ポリマー中には、接着性や耐熱性の改善を目的に、（メタ）ア
クリロイル基またはビニル基等の不飽和二重結合を有する重合性の官能基を有する、１種
類以上の共重合モノマーを共重合により導入することができる。そのような共重合モノマ
ーの具体例としては、例えば、(メタ)アクリル酸２－ヒドロキシエチル、(メタ)アクリル
酸３－ヒドロキシプロピル、(メタ)アクリル酸４－ヒドロキシブチル、(メタ)アクリル酸
６－ヒドロキシヘキシル、(メタ)アクリル酸８－ヒドロキシオクチル、(メタ)アクリル酸
１０－ヒドロキシデシル、(メタ)アクリル酸１２－ヒドロキシラウリルや（４－ヒドロキ
シメチルシクロヘキシル)－メチルアクリレートなどのヒドロキシル基含有モノマー；(メ
タ)アクリル酸、カルボキシエチル(メタ)アクリレート、カルボキシペンチル(メタ)アク
リレート、イタコン酸、マレイン酸、フマール酸、クロトン酸などのカルボキシル基含有
モノマー；無水マレイン酸、無水イタコン酸などの酸無水物基含有モノマー；アクリル酸
のカプロラクトン付加物；スチレンスルホン酸やアリルスルホン酸、２－（メタ）アクリ
ルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプロパンスルホン酸
、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロイルオキシナフタレンスルホ
ン酸などのスルホン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェート
などの燐酸基含有モノマーなどが挙げられる。
【０１６８】
　また、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチ
ル（メタ）アクリルアミドやＮ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプ
ロパン（メタ）アクリルアミドなどの（Ｎ－置換）アミド系モノマー；（メタ）アクリル
酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル
酸ｔ－ブチルアミノエチルなどの（メタ）アクリル酸アルキルアミノアルキル系モノマー
；（メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチルなどの（メタ
）アクリル酸アルコキシアルキル系モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレン
スクシンイミドやＮ－（メタ）アクリロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド
、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オキシオクタメチレンスクシンイミド、Ｎ－アクリロ
イルモルホリンなどのスクシンイミド系モノマー；Ｎ－シクロヘキシルマレイミドやＮ－
イソプロピルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミドやＮ－フェニルマレイミドなどのマレ
イミド系モノマー；Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチル
イタコンイミド、Ｎ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルヘキシルイタコンイミド
、Ｎ－シクロヘキシルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミドなどのイタコンイミ
ド系モノマー、なども改質目的のモノマー例として挙げられる。
【０１６９】
　さらに改質モノマーとして、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、Ｎ－ビニルピロリドン
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、メチルビニルピロリドン、ビニルピリジン、ビニルピペリドン、ビニルピリミジン、ビ
ニルピペラジン、ビニルピラジン、ビニルピロール、ビニルイミダゾール、ビニルオキサ
ゾール、ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカルボン酸アミド類、スチレン、α－メチルスチ
レン、Ｎ－ビニルカプロラクタムなどのビニル系モノマー；アクリロニトリル、メタクリ
ロニトリルなどのシアノアクリレート系モノマー；（メタ）アクリル酸グリシジルなどの
エポキシ基含有アクリル系モノマー；（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコール、（メ
タ）アクリル酸ポリプロピレングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシエチレングリコ
ール、（メタ）アクリル酸メトキシポリプロピレングリコールなどのグリコール系アクリ
ルエステルモノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、フッ素（メタ）アク
リレート、シリコーン（メタ）アクリレートや２－メトキシエチルアクリレートなどのア
クリル酸エステル系モノマーなども使用することができる。さらには、イソプレン、ブタ
ジエン、イソブチレン、ビニルエーテル等が挙げられる。
【０１７０】
　さらに、上記以外の共重合可能なモノマーとして、ケイ素原子を含有するシラン系モノ
マーなどが挙げられる。シラン系モノマーとしては、例えば、３－アクリロキシプロピル
トリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、４－ビニ
ルブチルトリメトキシシラン、４－ビニルブチルトリエトキシシラン、８－ビニルオクチ
ルトリメトキシシラン、８－ビニルオクチルトリエトキシシラン、１０－メタクリロイル
オキシデシルトリメトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデシルトリメトキシシラン
、１０－メタクリロイルオキシデシルトリエトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデ
シルトリエトキシシランなどが挙げられる。
【０１７１】
　また、共重合モノマーとしては、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、
テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ
）アクリレート、ビスフェノールＡジグリシジルエーテルジ（メタ）アクリレート、ネオ
ペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アク
リレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリト
ールヘキサ（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリル酸と多価アルコールとのエステル
化物等の（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上有する多官能
性モノマーや、ポリエステル、エポキシ、ウレタンなどの骨格にモノマー成分と同様の官
能基として（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上付加したポ
リエステル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）ア
クリレートなどを用いることもできる。
【０１７２】
　これら共重合モノマーの中でも、接着性、耐久性の点から、ヒドロキシル基含有モノマ
ー、カルボキシル基含有モノマーが好ましく用いられる。これら共重合モノマーは、粘着
剤が架橋剤を含有する場合に、架橋剤との反応点になる。ヒドロキシル基含有モノマー、
カルボキシル基含有モノマーなどは分子間架橋剤との反応性に富むため、得られる粘着剤
層の凝集性や耐熱性の向上のために好ましく用いられる。
【０１７３】
　共重合モノマーとして、ヒドロキシル基含有モノマーおよびカルボキシル基含有モノマ
ーを含有する場合、これら共重合モノマーは、前記共重合モノマーの割合で用いられるが
、カルボキシル基含有モノマー０．１～１０重量％およびヒドロキシル基含有モノマー０
．０１～２重量％を含有することが好ましい。カルボキシル基含有モノマーは、０．２～
８重量％がより好ましく、さらには０．６～６重量％が好ましい。ヒドロキシル基含有モ
ノマーは、０．０３～１．５重量％がより好ましく、さらには０．０５～１重量％が好ま
しい。
【０１７４】
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　（メタ）アクリル系ポリマーは、通常、通常、重量平均分子量が３０万～３００万の範
囲のものが用いられる。耐久性、特に耐熱性を考慮すれば、重量平均分子量は８０万～３
００万であるものを用いることが好ましい。さらには１４０万～２７０万であることが好
ましく、さらには１７０万～２５０万であることがより好ましく、１８０万～２４０万で
あることがさらに好ましい。重量平均分子量が３０万よりも小さいと、耐熱性の点で好ま
しくない。また、重量平均分子量が３００万よりも大きくなると貼り合せ性、接着力が低
下する点でも好ましくない。なお、重量平均分子量は、ＧＰＣ（ゲル・パーミエーション
・クロマトグラフィー）により測定し、ポリスチレン換算により算出された値をいう。分
散比（重量平均分子量／数平均分子量）は、１．８～１０であるのが好ましく、さらには
２～７であるのが好ましく、さらには２～５であるのが好ましい。
【０１７５】
　このような（メタ）アクリル系ポリマーの製造は、溶液重合、塊状重合、乳化重合、各
種ラジカル重合などの公知の製造方法を適宜選択できる。また、得られる（メタ）アクリ
ル系ポリマーは、ランダム共重合体、ブロック共重合体、グラフト共重合体などいずれで
もよい。
【０１７６】
　なお、溶液重合においては、重合溶媒として、例えば、酢酸エチル、トルエンなどが用
いられる。具体的な溶液重合例としては、反応は窒素などの不活性ガス気流下で、重合開
始剤を加え、通常、５０～７０℃程度で、５～３０時間程度の反応条件で行われる。
【０１７７】
　ラジカル重合に用いられる重合開始剤、連鎖移動剤、乳化剤などは特に限定されず適宜
選択して使用することができる。なお、（メタ）アクリル系ポリマーの重量平均分子量は
、重合開始剤、連鎖移動剤の使用量、反応条件により制御可能であり、これらの種類に応
じて適宜のその使用量が調整される。
【０１７８】
　重合開始剤としては、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－ア
ゾビス（２－アミジノプロパン）ジヒドロクロライド、２，２’－アゾビス［２－（５－
メチル－２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］ジヒドロクロライド、２，２’－アゾ
ビス（２－メチルプロピオンアミジン）二硫酸塩、２´，２´´－アゾビス（２－アミジ
ノプロパン）二塩基酸、２，２´－アゾビス［２－（２－イミダゾーリン－２－イル）プ
ロパン］二塩基酸、２，２’－アゾビス（Ｎ，Ｎ’－ジメチレンイソブチルアミジン）、
２，２’－アゾビス［Ｎ－（２－カルボキシエチル）－２－メチルプロピオンアミジン］
ハイドレート（和光純薬社製、ＶＡ－０５７）などのアゾ系開始剤、過硫酸カリウム、過
硫酸アンモニウムなどの過硫酸塩、ジ（２－エチルヘキシル）パーオキシジカーボネート
、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネート、ジ－ｓｅｃ－ブチル
パーオキシジカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ヘキシルパー
オキシピバレート、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ジラウロイルパーオキシド、ジ－
ｎ－オクタノイルパーオキシド、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－
エチルヘキサノエート、ジ（４－メチルベンゾイル）パーオキシド、ジベンゾイルパーオ
キシド、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、１，１－ジ（ｔ－ヘキシルパーオキシ）
シクロヘキサン、ｔ－ブチルハイドロパーオキシド、過酸化水素などの過酸化物系開始剤
、過硫酸塩と亜硫酸水素ナトリウムの組み合わせ、過酸化物と還元剤とを組み合わせたレ
ドックス系開始剤などを挙げることができるが、これらに限定されるものではない。前記
還元剤としては、アスコルビン酸、エルソルビン酸、酒石酸、クエン酸、ブドウ糖、ホル
ムアルデヒドスルホキシラートなどのナトリウム塩等の金属塩等の還元性有機化合物や、
チオ硫酸ナトリウム、亜硫酸ナトリウム、重亜硫酸ナトリウム、メタ重亜硫酸ナトリウム
等の還元性無機化合物、塩化第一鉄、ロンガリット、二酸化チオ尿素などを例示できる。
【０１７９】
　前記重合開始剤は、単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよいが
、全体としての含有量はモノマー１００重量部に対して、０．００５～１重量部程度であ
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ることが好ましく、０．０２～０．５重量部程度であることがより好ましい。
【０１８０】
　なお、重合開始剤として、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリルを用いて、
前記重量平均分子量の（メタ）アクリル系ポリマーを製造するには、重合開始剤の使用量
は、モノマー成分の全量１００重量部に対して、０．０６～０．２重量部程度とするのが
好ましく、さらには０．０８～０．１７５重量部程度とするのが好ましい。
【０１８１】
　連鎖移動剤としては、例えば、ラウリルメルカプタン、グリシジルメルカプタン、メル
カプト酢酸、２－メルカプトエタノール、チオグリコール酸、チオグルコール酸２－エチ
ルヘキシル、２，３－ジメルカプト－１－プロパノールなどが挙げられる。連鎖移動剤は
、単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよいが、全体としての含有
量はモノマー成分の全量１００重量部に対して、０．１重量部程度以下である。
【０１８２】
　乳化重合に用いられる界面活性剤（乳化剤）は、特に制限されず、乳化重合に通常使用
される各種の界面活性剤が用いられる。界面活性剤としては、例えば、アニオン系界面活
性剤、ノニオン系界面活性剤が用いられる。アニオン系界面活性剤の具体例としては、オ
レイン酸ナトリウム等の高級脂肪酸塩類；ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム等のア
ルキルアリールスルホン酸塩類；ラウリル硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸アンモニウム等
のアルキル硫酸エステル塩類；ポリオエキシエチレンラウリルエーテル硫酸ナトリウム等
のポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステル塩類；ポリオキシエチレンノニルフ
ェニルエーテル硫酸ナトリウム等のポリオキシエチレンアルキルアリールエーテル硫酸エ
ステル塩類；モノオクチルスルホコハク酸ナトリウム、ジオクチルスルホコハク酸ナトリ
ウム、ポリオキシエチレンラウリルスルホコハク酸ナトリウム等のアルキルスルホコハク
酸エステル塩およびその誘導体類；ポリオキシエチレンジスチレン化フェニルエーテル硫
酸エステル塩類；ナフタレンスルホン酸ナトリウムホルマリン縮合物等を例示することが
できる。ノニオン系界面活性剤の具体例としては、ポリオキシエチレンラウリルエーテル
、ポリオキシエチレンステアリルエーテル等のポリオキシエチレンアルキルエーテル類；
ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエー
テル等のポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル類；ソルビタンモノラウレート、
ソルビタンモノステアレート、ソルビタントリオレエート等のソルビタン高級脂肪酸エス
テル類；ポリオキシエチレンソルビタンモノラウレート等のポリオキシエチレンソルビタ
ン高級脂肪酸エステル類；ポリオキシエチレンモノラウレート、ポリオキシエチレンモノ
ステアレート等のポリオキシエチレン高級脂肪酸エステル類；オレイン酸モノグリセライ
ド、ステアリン酸モノグリセライド等のグリセリン高級脂肪酸エステル類；ポリオキシエ
チレン・ポリオキシプロピレン・ブロックコポリマー、ポリオキシエチレンジスチレン化
フェニルエーテル等を例示することができる。
【０１８３】
　また、上記非反応性界面活性剤の他に、界面活性剤としては、エチレン性不飽和二重結
合に係るラジカル重合性官能基を有する反応性界面活性剤を用いることができる。反応性
界面活性剤としては、前記アニオン系界面活性剤やノニオン系界面活性剤に、プロペニル
基やアリルエーテル基などのラジカル重合性官能基（ラジカル反応性基）が導入されたラ
ジカル重合性界面活性剤などが挙げられる。これら界面活性剤は、適宜、単独または併用
して用いられる。これらの界面活性剤の中でも、ラジカル重合性官能基を有したラジカル
重合性界面活性剤は、水分散液の安定性、粘着剤層の耐久性の観点から、好ましく使用さ
れる。
【０１８４】
　アニオン系反応性界面活性の具体例としては、アルキルエーテル系（市販品としては、
例えば、第一工業製薬株式会社製アクアロンＫＨ－０５、ＫＨ－１０、ＫＨ－２０、旭電
化工業株式会社製アデカリアソープＳＲ－１０Ｎ、ＳＲ－２０Ｎ、花王株式会社製ラテム
ルＰＤ－１０４等）；スルフォコハク酸エステル系（市販品としては、例えば、花王株式
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会社製ラテムルＳ－１２０、Ｓ－１２０Ａ、Ｓ－１８０Ｐ、Ｓ－１８０Ａ、三洋化成株式
会社製エレミノールＪＳ－２等）；アルキルフェニルエーテル系もしくはアルキルフェニ
ルエステル系（市販品としては、例えば、第一工業製薬株式会社製アクアロンＨ－２８５
５Ａ、Ｈ－３８５５Ｂ、Ｈ－３８５５Ｃ、Ｈ－３８５６、ＨＳ－０５、ＨＳ－１０、ＨＳ
－２０、ＨＳ－３０、ＢＣ－０５、ＢＣ－１０、ＢＣ－２０、旭電化工業株式会社製アデ
カリアソープＳＤＸ－２２２、ＳＤＸ－２２３、ＳＤＸ－２３２、ＳＤＸ－２３３、ＳＤ
Ｘ－２５９、ＳＥ－１０Ｎ、ＳＥ－２０Ｎ）；（メタ）アクリレート硫酸エステル系（市
販品としては、例えば、日本乳化剤株式会社製アントックスＭＳ－６０、ＭＳ－２Ｎ、三
洋化成工業株式会社製エレミノールＲＳ－３０等）；リン酸エステル系（市販品としては
、例えば、第一工業製薬株式会社製Ｈ－３３３０ＰＬ，旭電化工業株式会社製アデカリア
ソープＰＰ－７０等）が挙げられる。ノニオン系反応性界面活性剤としては、例えばアル
キルエーテル系（市販品としては、例えば、旭電化工業株式会社製アデカリアソープＥＲ
－１０、ＥＲ－２０、ＥＲ－３０、ＥＲ－４０、花王株式会社製ラテムルＰＤ－４２０、
ＰＤ－４３０、ＰＤ－４５０等）；アルキルフェニルエーテル系もしくはアルキルフェニ
ルエステル系（市販品としては、例えば、第一工業製薬株式会社製アクアロンＲＮ－１０
、ＲＮ－２０、ＲＮ－３０、ＲＮ－５０、旭電化工業株式会社製アデカリアソープＮＥ－
１０、ＮＥ－２０、ＮＥ－３０、ＮＥ－４０等）；（メタ）アクリレート硫酸エステル系
（市販品としては、例えば、日本乳化剤株式会社製ＲＭＡ－５６４、ＲＭＡ－５６８、Ｒ
ＭＡ－１１１４等）が挙げられる。
【０１８５】
　前記界面活性剤の配合割合は、前記モノマー成分１００重量部に対して、０．６～５重
量部であるのが好ましい。界面活性剤の配合割合により粘着特性、さらには重合安定性、
機械的安定性などの向上を図ることができる。前記界面活性剤の配合割合は、０．６～４
重量部がより好ましい。
【０１８６】
　さらに、粘着剤層を形成する粘着剤には、上記（メタ）アクリル系ポリマー等のベース
ポリマーに加えて架橋剤を含有することできる。架橋剤としては、有機系架橋剤や多官能
性金属キレートを用いることができる。有機系架橋剤としては、イソシアネート系架橋剤
、過酸化物系架橋剤、エポキシ系架橋剤、イミン系架橋剤などが挙げられる。多官能性金
属キレートは、多価金属が有機化合物と共有結合または配位結合しているものである。多
価金属原子としては、Ａｌ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｖ、Ｚｎ、Ｉｎ、Ｃ
ａ、Ｍｇ、Ｍｎ、Ｙ、Ｃｅ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｍｏ、Ｌａ、Ｓｎ、Ｔｉ等が挙げられる。共有
結合または配位結合する有機化合物中の原子としては酸素原子等が挙げられ、有機化合物
としてはアルキルエステル、アルコール化合物、カルボン酸化合物、エーテル化合物、ケ
トン化合物等が挙げられる。
【０１８７】
　架橋剤としては、イソシアネート系架橋剤および／または過酸化物形架橋剤が好ましい
。イソシアネート系架橋剤に係る化合物としては、例えば、トリレンジイソシアネート、
クロルフェニレンジイソシアナート、テトラメチレンジイソシアナート、キシリレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添されたジフェニルメタンジイソ
シアネートなどのイソシアネートモノマー及びこれらイソシアネートモノマーをトリメチ
ロールプロパンなどと付加したイソシアネート化合物やイソシアヌレート化物、ビュレッ
ト型化合物、さらにはポリエーテルポリオールやポリエステルポリオール、アクリルポリ
オール、ポリブタジエンポリオール、ポリイソプレンポリオールなど付加反応させたウレ
タンプレポリマー型のイソシアネートなどを挙げることができる。特に好ましくは、ポリ
イソシアネート化合物であり、ヘキサメチレンジイソシアネート、水添キシリレンジイソ
シアネート、およびイソホロンジイソシアネートからなる群より選択される1種またはそ
れに由来するポリイソシアネート化合物である。ここで、ヘキサメチレンジイソシアネー
ト、水添キシリレンジイソシアネート、およびイソホロンジイソシアネートからなる群よ
り選択される1種またはそれに由来するポリイソシアネート化合物には、ヘキサメチレン
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ジイソシアネート、水添キシリレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ポ
リオール変性ヘキサメチレンジイソシアネート、ポリオール変性水添キシリレンジイソシ
アネート、トリマー型水添キシリレンジイソシアネート、およびポリオール変性イソホロ
ンジイソシアネートなどが含まれる。例示したポリイソシアネート化合物は、水酸基との
反応が、特にポリマーに含まれる酸、塩基を触媒のようにして、迅速に進む為、特に架橋
の早さに寄与し、好ましい。
【０１８８】
　過酸化物としては、加熱または光照射によりラジカル活性種を発生して粘着剤のベース
ポリマーの架橋を進行させるものであれば適宜使用可能であるが、作業性や安定性を勘案
して、１分間半減期温度が８０℃～１６０℃である過酸化物を使用することが好ましく、
９０℃～１４０℃である過酸化物を使用することがより好ましい。
【０１８９】
　用いることができる過酸化物としては、たとえば、ジ（２－エチルヘキシル）パーオキ
シジカーボネート（１分間半減期温度：９０．６℃）、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシ
ル）パーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．１℃）、ジ－ｓｅｃ－ブチル
パーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．４℃）、ｔ－ブチルパーオキシネ
オデカノエート（１分間半減期温度：１０３．５℃）、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレー
ト（１分間半減期温度：１０９．１℃）、ｔ－ブチルパーオキシピバレート（１分間半減
期温度：１１０．３℃）、ジラウロイルパーオキシド（１分間半減期温度：１１６．４℃
）、ジ－ｎ－オクタノイルパーオキシド（１分間半減期温度：１１７．４℃）、１，１，
３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート（１分間半減期温度
：１２４．３℃）、ジ（４－メチルベンゾイル）パーオキシド（１分間半減期温度：１２
８．２℃）、ジベンゾイルパーオキシド（１分間半減期温度：１３０．０℃）、ｔ－ブチ
ルパーオキシイソブチレート（１分間半減期温度：１３６．１℃）、１，１－ジ（ｔ－ヘ
キシルパーオキシ）シクロヘキサン（１分間半減期温度：１４９．２℃）などが挙げられ
る。なかでも特に架橋反応効率が優れることから、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）
パーオキシジカーボネート（１分間半減期温度：９２．１℃）、ジラウロイルパーオキシ
ド（１分間半減期温度：１１６．４℃）、ジベンゾイルパーオキシド（１分間半減期温度
：１３０．０℃）などが好ましく用いられる。
【０１９０】
　なお、過酸化物の半減期とは、過酸化物の分解速度を表す指標であり、過酸化物の残存
量が半分になるまでの時間をいう。任意の時間で半減期を得るための分解温度や、任意の
温度での半減期時間に関しては、メーカーカタログなどに記載されており、たとえば、日
本油脂株式会社の「有機過酸化物カタログ第９版（２００３年５月）」などに記載されて
いる。
【０１９１】
　架橋剤の使用量は、（メタ）アクリル系ポリマー等のベースポリマー１００重量部に対
して、０．０１～２０重量部が好ましく、さらには０．０３～１０重量部が好ましい。な
お、架橋剤が０．０１重量部未満では、粘着剤の凝集力が不足する傾向があり、加熱時に
発泡が生じるおそれがあり、一方、２０重量部より多いと、耐湿性が十分ではなく、信頼
性試験等で剥がれが生じやすくなる。
【０１９２】
　上記イソシアネート系架橋剤は１種を単独で使用してもよく、また２種以上を混合して
使用してもよいが、全体としての含有量は、前記（メタ）アクリル系ポリマー１００重量
部に対し、前記ポリイソシアネート化合物架橋剤を０．０１～２重量部含有してなること
が好ましく、０．０２～２重量部含有してなることがより好ましく、０．０５～１．５重
量部含有してなることがさらに好ましい。凝集力、耐久性試験での剥離の阻止などを考慮
して適宜含有させることが可能である。
【０１９３】
　前記過酸化物は１種を単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい
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が、全体としての含有量は、前記（メタ）アクリル系ポリマー１００重量部に対し、前記
過酸化物０．０１～２重量部であり、０．０４～１．５重量部含有してなることが好まし
く、０．０５～１重量部含有してなることがより好ましい。加工性、リワーク性、架橋安
定性、剥離性などの調整の為に、この範囲内で適宜選択される。
【０１９４】
　なお、反応処理後の残存した過酸化物分解量の測定方法としては、たとえば、ＨＰＬＣ
（高速液体クロマトグラフィー）により測定することができる。
【０１９５】
　より具体的には、たとえば、反応処理後の粘着剤を約０．２ｇずつ取り出し、酢酸エチ
ル１０ｍｌに浸漬し、振とう機で２５℃下、１２０ｒｐｍで３時間振とう抽出した後、室
温で３日間静置する。次いで、アセトニトリル１０ｍｌ加えて、２５℃下、１２０ｒｐｍ
で３０分振とうし、メンブランフィルター（０．４５μｍ）によりろ過して得られた抽出
液約１０μｌをＨＰＬＣに注入して分析し、反応処理後の過酸化物量とすることができる
。
【０１９６】
　さらに、本発明の粘着剤には、シランカップリング剤を含有することできる。シランカ
ップリング剤を用いることにより、耐久性を向上させることができる。シランカップリン
グ剤としては、具体的には、たとえば、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、
３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルジエト
キシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシランなどの
エポキシ基含有シランカップリング剤、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２
－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３－トリエトキシシ
リル－Ｎ－（１，３－ジメチルブチリデン）プロピルアミン、Ｎ－フェニル－γ－アミノ
プロピルトリメトキシシランなどのアミノ基含有シランカップリング剤、３－アクリロキ
シプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシランなどの
（メタ）アクリル基含有シランカップリング剤、３－イソシアネートプロピルトリエトキ
シシランなどのイソシアネート基含有シランカップリング剤などが挙げられる。
【０１９７】
　前記シランカップリング剤は、単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用し
てもよいが、全体としての含有量は前記（メタ）アクリル系ポリマー１００重量部に対し
、前記シランカップリング剤０．００１～５重量部が好ましく、さらには０．０１～１重
量部が好ましく、さらには０．０２～１重量部がより好ましく、さらには０．０５～０．
６重量部が好ましい。耐久性を向上させ、液晶セル等の光学部材への接着力を適度に保持
する量である。
【０１９８】
　さらに本発明の粘着剤には、その他の公知の添加剤を含有していてもよく、たとえば、
着色剤、顔料などの粉体、染料、界面活性剤、可塑剤、粘着性付与剤、表面潤滑剤、レベ
リング剤、軟化剤、酸化防止剤、老化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、重合禁止剤、無
機または有機の充填剤、金属粉、粒子状、箔状物などを使用する用途に応じて適宜添加す
ることができる。また、制御できる範囲内で、還元剤を加えてのレドックス系を採用して
もよい。
【０１９９】
　上記粘着剤により粘着剤層が形成される。粘着剤は、通常、ベースポリマーの調製の形
態に従って、有機溶剤系、水系、水分散系（エマルション系）等の各種の形態の粘着剤塗
工液として用いられる。粘着剤塗工液は各形態に応じて、固形分濃度を制御することがで
きる。例えば、有機溶剤系の粘着剤塗工液は、通常、固形分濃度５～５０重量％であるの
が好ましく、さらには８～４０重量％であるのが好ましく、さらには２０～３５重量％で
あるのが好ましい。また水系または水分散系の粘着剤塗工液は、通常、固形分濃度が、２
０～７０重量％であるのが好ましく、さらには３０～６５重量％であるのが好ましい。な
お、各例の粘着剤塗工液の調製にあたっては、有機溶剤系の粘着剤の場合は各種有機溶剤
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を用いて、水系または水分散系の粘着剤の場合には水を用いて、それぞれの粘着剤の希釈
を行い、粘着剤塗工液の固形分濃度、粘度を調整することができる。
【０２００】
　粘着剤層の厚みは、特に制限されず、例えば、１～１００μｍ程度であり、好ましくは
、２～５０μｍ、より好ましくは２～４０μｍであり、さらに好ましくは、５～３５μｍ
である。
【０２０１】
　また、前記粘着剤層の厚み（μｍ）は標準偏差値が０．１２μｍ以下になるように制御
されている。標準偏差値を０．１２μｍ以下に制御することで、クリアな外観を有する場
合にも粘着型光学フィルムに基づく視認性に係るムラの問題を低減することができる。標
準偏差値は０．０８μｍ以下であるのが好ましく、さらには０．０６μｍ以下であるのが
好ましい。
【０２０２】
　上記標準偏差値０．１２μｍ以下を満足する粘着剤層を有する、本発明の粘着剤型光学
フィルムは、例えば、
　製法（Ａ）：光学フィルムに、粘度Ｙ（Ｐ）の粘着剤塗工液を塗工厚みＸ（μｍ）で塗
工する工程（１Ａ）、および、
　塗工された粘着剤塗工液を乾燥して、粘着剤層を形成する工程（２Ａ）を施す方法、ま
たは、
　製法（Ｂ）：離型フィルムに、粘度Ｙ（Ｐ）の粘着剤塗工液を塗工厚みＸ（μｍ）で塗
工する工程（１Ｂ）、
　塗工された粘着剤塗工液を乾燥して、粘着剤層を形成する工程（２Ｂ）および、
　離型フィルムに形成された粘着剤層を、光学フィルムに貼り合せる工程（３）を施す方
法、により製造することができる。
【０２０３】
　但し、上記製法（Ａ）の塗工工程（１Ａ）、上記製法（Ｂ）の塗工工程（１Ｂ）では、
いずれの場合にも、前記粘着剤塗工液の粘度Ｙと塗工厚みＸが、０．８Ｘ－Ｙ≦６８、を
満足するように、制御して行なう。０．８Ｘ－Ｙ≦６８を満足するように、粘着剤塗工液
の粘度Ｙと塗工厚みＸを制御することで、粘着剤層の厚みに係る凹凸のバラツキが非常に
小さく平滑性がよい粘着剤層を形成することができる。上記製法（Ａ）、製法（Ｂ）によ
れば、標準偏差値０．１２μｍ以下を満足する粘着剤層を形成することができる。（０．
８Ｘ－Ｙ）の値が、６８を超える場合には、粘着型光学フィルムに基づく視認性に係るム
ラの問題を低減することができない。（０．８Ｘ－Ｙ）の値は、６０以下であるのが好ま
しく、さらには５０以下であるのが好ましい。一方、粘着剤塗工液の塗工性の観点から、
（０．８Ｘ－Ｙ）の値は－１４４以上を満足することが好ましい。
【０２０４】
　また、粘着剤塗工液の粘度Ｙは、粘着剤塗工液を均一に塗工する観点から、２～１６０
Ｐの範囲になるように制御することが好ましい。有機溶剤系粘着剤の場合には、前記粘着
剤塗工液の粘度Ｙは５～１６０Ｐが好ましく、さらには１０～１５０Ｐが好ましく、さら
には２０～１４０Ｐが好ましく、さらには４０～１４０Ｐが好ましい。水系または水分散
系粘着剤の場合には、前記粘着剤塗工液の粘度Ｙは２～１００Ｐが好ましく、さらには５
～５０Ｐが好ましく、さらには１０～４０Ｐが好ましい。粘着剤塗工液の粘度Ｙが低すぎ
ると塗工した粘着剤の外観が損なわれるおそれがあり、粘着剤塗工液の粘度Ｙが高すぎる
と塗工外観が低下する上に、送液が困難になるなど作業性が低下するため好ましくない。
【０２０５】
　また、前記粘着剤塗工液の塗工厚みＸは、粘着剤塗工液を均一に塗工する観点から、２
０～２５０μｍの範囲になるように制御することが好ましい。塗工厚みＸは３０～２３０
μｍが好ましく、さらには５０～２００μｍであるのが好ましい。なお、塗工厚みＸは、
形成される粘着剤層の厚み（乾燥後厚み）を考慮して決定される。塗工厚みＸが薄すぎて
も厚すぎても塗工外観が損なわれるおそれがある。
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【０２０６】
　上記塗工工程（１Ａ）、（１Ｂ）には、各種方法が用いられる。具体的には、例えば、
ロールコート、キスロールコート、グラビアコート、リバースコート、ロールブラッシュ
、スプレーコート、ディップロールコート、バーコート、ナイフコート、エアーナイフコ
ート、カーテンコート、リップコート、ダイコーターなどによる押出しコート法などの方
法が挙げられる。これらのなかでもダイコーターが好ましく、特に、ファウンテンダイ、
スロットダイを用いるダイコーターが好ましい。なお、製法（Ａ）では光学フィルムに塗
工工程（１Ａ）が、製法（Ｂ）では離型フィルムに塗工工程（１Ｂ）が施される。
【０２０７】
　次いで、製法（Ａ）、（Ｂ）において、粘着剤層の形成工程（２Ａ）、（２Ｂ）が施さ
れる。形成工程（２Ａ）、（２Ｂ）では、塗工された粘着剤塗工液に対して、通常、乾燥
が施される。乾燥温度は、好ましくは４０℃～２００℃であり、さらに好ましくは、５０
℃～１８０℃であり、特に好ましくは７０℃～１７０℃である。乾燥時間は、適宜、適切
な時間が採用され得る。上記乾燥時間は、好ましくは５秒間～２０分間、さらに好ましく
は５秒間～１０分間、特に好ましくは１０秒間～５分間である。
【０２０８】
　粘着剤が架橋剤を含有する場合には、粘着剤層の形成にあたっては、架橋剤全体の添加
量を調整することとともに、架橋処理温度や架橋処理時間の影響を十分考慮することが好
ましい。また、かかる架橋処理は、粘着剤層の乾燥工程時の温度で行ってもよいし、乾燥
工程後に別途架橋処理工程を設けて行ってもよい。
【０２０９】
　製法（Ａ）では、上記粘着剤層の形成工程（２Ａ）により、直接、光学フィルムに粘着
剤層が形成されて、粘着型光学フィルムが得られる。一方、製法（Ｂ）では、上記粘着剤
層の形成工程（２Ｂ）により、離型フィルム上に、粘着剤層が形成され、次いで、当該粘
着剤層を光学フィルムに貼り合せる工程（３）により、当該粘着剤層が光学フィルムに転
写されて、粘着型光学フィルムが得られる。なお、図２または図３に記載の粘着型偏光板
の作成にあたっては、光学フィルム１として偏光板Ａ１またはＡ２を用い、製法（Ａ）、
（Ｂ）のいずれにおいても、粘着剤層２は、偏光板Ａ１またはＡ２の第一透明保護フィル
ムｂ１を有しない側に設けられる。
【０２１０】
　離型フィルムの構成材料としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチ
レンテレフタレート、ポリエステルフィルムなどのプラスチックフィルム、紙、布、不織
布などの多孔質材料、ネット、発泡シート、金属箔、およびこれらのラミネート体などの
適宜な薄葉体などを挙げることができるが、表面平滑性に優れる点からプラスチックフィ
ルムが好適に用いられる。
【０２１１】
　そのプラスチックフィルムとしては、前記粘着剤層を保護し得るフィルムであれば特に
限定されず、例えば、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィ
ルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチルペンテンフイルム、ポリ塩化ビニルフィルム
、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテ
レフタレートフィルム、ポリウレタンフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルム
などが挙げられる。
【０２１２】
　前記離型フィルムの厚みは、通常５～２００μｍ、好ましくは５～１００μｍ程度であ
る。前記離型フィルムには、必要に応じて、シリコーン系、フッ素系、長鎖アルキル系も
しくは脂肪酸アミド系の離型剤、シリカ粉などによる離型および防汚処理や、塗工型、練
り込み型、蒸着型などの帯電防止処理もすることもできる。特に、前記離型フィルムの表
面にシリコーン処理、長鎖アルキル処理、フッ素処理などの剥離処理を適宜おこなうこと
により、前記粘着剤層からの剥離性をより高めることができる。
【０２１３】
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　前記粘着剤層が露出する場合には、実用に供されるまで離型フィルムで粘着剤層を保護
してもよい。なお、上記の剥離フィルムは、そのまま粘着型光学フィルムのセパレータと
して用いることができ、工程面における簡略化ができる。
【０２１４】
　また、光学フィルム（光学フィルムが偏光板の場合には第一透明保護フィルムを有して
いない側）の表面には、粘着剤層との間の密着性を向上させるために、アンカー層を形成
したり、コロナ処理、プラズマ処理などの各種易接着処理を施した後に粘着剤層を形成す
ることができる。また、粘着剤層の表面には易接着処理をおこなってもよい。
【０２１５】
　上記アンカー層の形成材としては、好ましくは、ポリウレタン、ポリエステル、分子中
にアミノ基を含むポリマー類、オキサゾリニル基を含むポリマー類から選ばれるアンカー
剤が用いられ、特に好ましくは、分子中にアミノ基を含んだポリマー類、オキサゾリニル
基を含むポリマー類である。分子中にアミノ基を含むポリマー類、オキサゾリニル基を含
むポリマー類は、分子中のアミノ基、オキサゾリニル基が粘着剤中のカルボキシル基等と
反応またはイオン性相互作用などの相互作用を示すため、良好な密着性が確保される。
【０２１６】
　分子中にアミノ基を含むポリマー類としては、例えば、ポリエチレンイミン、ポリアリ
ルアミン、ポリビニルアミン、ポリビニルピリジン、ポリビニルピロリジン、ジメチルア
ミノエチルアクリレート等の含アミノ基含有モノマーの重合体などを挙げることができる
。
【０２１７】
　本発明の粘着型偏光板等の粘着型光学フィルムは液晶表示装置等の各種画像表示装置の
形成などに好ましく用いることができる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる
。すなわち液晶表示装置は一般に、液晶セル等の表示パネルと粘着型偏光板、及び必要に
応じての照明システム等の構成部品を適宜に組み立てて駆動回路を組み込むことなどによ
り形成される。本発明においては本発明による粘着型偏光板を用いる場合には、液晶セル
に対し視認側に用いる点を除いて特に限定は無く、従来に準じうる。液晶セルについても
、例えばＴＮ型やＳＴＮ型、π型、ＶＡ型、ＩＰＳ型などの任意なタイプなどの任意なタ
イプのものを用いうる。
【０２１８】
　液晶セル等の表示パネルの片側又は両側に粘着型偏光板を配置した液晶表示装置や、照
明システムにバックライトあるいは反射板を用いたものなどの適宜な液晶表示装置を形成
することができる。本発明による粘着型偏光板は液晶セル等の表示パネルの片側又は両側
に設置することができる。両側に本発明による粘着型偏光板を設ける場合、それらは同じ
ものであっても良いし、異なるものであっても良い。さらに、液晶表示装置の形成に際し
ては、例えば拡散板、アンチグレア層、反射防止膜、保護板、プリズムアレイ、レンズア
レイシート、光拡散板、バックライトなどの適宜な部品を適宜な位置に１層又は２層以上
配置することができる。
【０２１９】
　次いで有機エレクトロルミネセンス装置（有機ＥＬ表示装置：ＯＬＥＤ）について説明
する。一般に、有機ＥＬ表示装置は、透明基板上に透明電極と有機発光層と金属電極とを
順に積層して発光体（有機エレクトロルミネセンス発光体）を形成している。ここで、有
機発光層は、種々の有機薄膜の積層体であり、例えばトリフェニルアミン誘導体等からな
る正孔注入層と、アントラセン等の蛍光性の有機固体からなる発光層との積層体や、ある
いはこのような発光層とペリレン誘導体等からなる電子注入層の積層体や、またあるいは
これらの正孔注入層、発光層、および電子注入層の積層体等、種々の組み合わせをもった
構成が知られている。
【０２２０】
　有機ＥＬ表示装置は、透明電極と金属電極とに電圧を印加することによって、有機発光
層に正孔と電子とが注入され、これら正孔と電子との再結合によって生じるエネルギーが
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蛍光物資を励起し、励起された蛍光物質が基底状態に戻るときに光を放射する、という原
理で発光する。途中の再結合というメカニズムは、一般のダイオードと同様であり、この
ことからも予想できるように、電流と発光強度は印加電圧に対して整流性を伴う強い非線
形性を示す。
【０２２１】
　有機ＥＬ表示装置においては、有機発光層での発光を取り出すために、少なくとも一方
の電極が透明でなくてはならず、通常酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）などの透明導電体で
形成した透明電極を陽極として用いている。一方、電子注入を容易にして発光効率を上げ
るには、陰極に仕事関数の小さな物質を用いることが重要で、通常Ｍｇ－Ａｇ、Ａｌ－Ｌ
ｉなどの金属電極を用いている。
【０２２２】
　このような構成の有機ＥＬ表示装置において、有機発光層は、厚さ１０ｎｍ程度ときわ
めて薄い膜で形成されている。このため、有機発光層も透明電極と同様、光をほぼ完全に
透過する。その結果、非発光時に透明基板の表面から入射し、透明電極と有機発光層とを
透過して金属電極で反射した光が、再び透明基板の表面側へと出るため、外部から視認し
たとき、有機ＥＬ表示装置の表示面が鏡面のように見える。
【０２２３】
　電圧の印加によって発光する有機発光層の表面側に透明電極を備えるとともに、有機発
光層の裏面側に金属電極を備えてなる有機エレクトロルミネセンス発光体を含む有機ＥＬ
表示装置において、透明電極の表面側に偏光板を設けるとともに、これら透明電極と偏光
板との間に位相差板を設けることができる。
【０２２４】
　位相差板および偏光板は、外部から入射して金属電極で反射してきた光を偏光する作用
を有するため、その偏光作用によって金属電極の鏡面を外部から視認させないという効果
がある。特に、位相差板を１／４波長板で構成し、かつ偏光板と位相差板との偏光方向の
なす角をπ／４に調整すれば、金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【０２２５】
　すなわち、この有機ＥＬ表示装置に入射する外部光は、偏光板により直線偏光成分のみ
が透過する。この直線偏光は位相差板により一般に楕円偏光となるが、とくに位相差板が
１／４波長板でしかも偏光板と位相差板との偏光方向のなす角がπ／４のときには円偏光
となる。
【０２２６】
　この円偏光は、透明基板、透明電極、有機薄膜を透過し、金属電極で反射して、再び有
機薄膜、透明電極、透明基板を透過して、位相差板に再び直線偏光となる。そして、この
直線偏光は、偏光板の偏光方向と直交しているので、偏光板を透過できない。その結果、
金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【０２２７】
　上記のように有機ＥＬ表示装置では、鏡面反射を遮るために、有機ＥＬパネルに、位相
差板および偏光板を組み合わせた楕円偏光板または円偏光板を粘着剤層を介して用いるこ
とができるが、その他に、楕円偏光板または円偏光板を有機ＥＬパネルに直接貼り合わせ
ずに、楕円偏光板または円偏光板をタッチパネルに粘着剤層を介して貼り合わせたものを
、有機ＥＬパネルに適用することができる。
【０２２８】
　本発明において適用される、タッチパネルとしては、光学方式、超音波方式、静電容量
方式、抵抗膜方式などの各種の方式を採用できる。抵抗膜方式のタッチパネルは、透明導
電性薄膜を有するタッチ側のタッチパネル用電極板と透明導電性薄膜を有するディスプレ
イ側のタッチパネル用電極板を、透明導電性薄膜同士が対向するようにスペーサを介して
対向配置してなるものである。他方、静電容量方式のタッチパネルは、通常、所定のパタ
ーン形状を有する透明導電性薄膜を備えた透明導電性フィルムがディスプレイ表示部の全
面に形成されている。本発明の粘着型光学フィルムは、タッチ側、ディスプレイ側のいず
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れの側にも適用される。
【実施例】
【０２２９】
　以下に、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって
限定されるものではない。なお、各例中の部および％はいずれも重量基準である。以下に
特に規定のない室温放置条件は全て２３℃６５％ＲＨである。
【０２３０】
　［（メタ）アクリル系ポリマーの重量平均分子量の測定］
　（メタ）アクリル系ポリマーの重量平均分子量および分散比（重量平均分子量／数平均
分子量）は、ＧＰＣ（ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー）により測定した。
・分析装置：東ソー（株）製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ
・カラム：東ソー社製、Ｇ７０００ＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ

・カラムサイズ：各７．８ｍｍφ×３０ｃｍ　計９０ｃｍ
・カラム温度：４０℃
・流量：０．８ｍｌ／ｍｉｎ
・注入量：１００μｌ
・溶離液：テトラヒドロフラン
・検出器：示差屈折計（ＲＩ）
・標準試料：ポリスチレン
【０２３１】
　［ヘイズ］
　透明保護フィルムのヘイズ（％）の測定は、ヘイズメーター（ＨＭ－１５０型，（株）
村上色彩技術研究所社製）を用いて行なった。
【０２３２】
　［粘着剤塗工液の粘度Ｙ］
　粘着剤塗工液の粘度Ｙ（Ｐ）は、東機産業（株）製のＶＩＳＣＯＭＥＴＥＲ ｍｏｄｅ
ｌＢＨを用いて下記の条件で測定した。
　ローター：Ｎｏ．４
　回転数：２０ｒｐｍ
　測定温度：３０℃
【０２３３】
　［粘着剤塗工液の厚みＸ］
　粘着剤塗工液の厚みＸ（μｍ）は、塗工後、乾燥により形成された粘着剤層の厚み（μ
ｍ）と粘着剤塗工液の固形分濃度（％）から下記式により算出した値である。
　粘着剤塗工液の厚みＸ（μｍ）＝｛（粘着剤層の厚み（μｍ））／（粘着剤塗工液の固
形分濃度（％））｝×１００
【０２３４】
　＜アクリル系粘着剤（１）の調製＞
　冷却管、窒素導入管、温度計及び撹拌装置を備えた反応容器に、アクリル酸ブチル９９
部、アクリル酸４－ヒドロキシブチル１部、及び２，２－アゾビスイソブチロニトリルを
前記モノマー合計（固形分）１００部に対して０．３部を酢酸エチルと共に加えて、窒素
ガス気流下、６０℃で４時間反応させた後、その反応液に酢酸エチルを加えて、重量平均
分子量１７０万、分散比４．１のアクリル系ポリマー（Ａ）を含有する溶液を得た（固形
分濃度３０％）。前記アクリル系ポリマー（Ａ）を含有する溶液の固形分１００部あたり
、０．１５部のトリメチロールプロパンキシリレンジイソシアネート（三井武田ケミカル
（株）：タケネートD１１０N）と、０．２部のシランカップリング剤（綜研化学（株）製
：Ａ－１００，アセトアセチル基含有シランカップリング剤）を配合して、アクリル系粘
着剤（１）の溶液を得た。
【０２３５】
　＜アクリル系粘着剤（２）の調製＞
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　冷却管、窒素導入管、温度計及び撹拌装置を備えた反応容器に、アクリル酸ブチル９４
．９部、アクリル酸５部、アクリル酸２－ヒドロキシエチル０．１部、及びジベンゾイル
パーオキサイドを前記モノマー合計（固形分）１００部に対して０．３部を酢酸エチルと
共に加えて、窒素ガス気流下、６０℃で７時間反応させた後、その反応液に酢酸エチルを
加えて、重量平均分子量２２０万、分散比３．９のアクリル系ポリマー（Ｂ）を含有する
溶液を得た（固形分濃度３０％）。前記アクリル系ポリマー（Ｂ）を含有する溶液の固形
分１００部あたり、０．６部のトリメチロールプロパントリレンジイソシアネート（日本
ポリウレタン工業（株）製：コロネートＬ）と、０．０７５部のγ－グリシドキシプロピ
ルメトキシシラン（信越化学工業（株）製：ＫＢＭ－４０３）を配合して、アクリル系粘
着剤（２）の溶液を得た。
【０２３６】
　＜アクリル系粘着剤（３）の調製＞
　冷却管、窒素導入管、温度計及び撹拌装置を備えた反応容器に、アクリル酸ブチル９４
．９部、アクリル酸５部、アクリル酸２－ヒドロキシエチル０．１部、及びジベンゾイル
パーオキサイドを前記モノマー合計（固形分）１００部に対して０．３部を酢酸エチルと
トルエンの重量比５：５の混合溶媒に加えて、窒素ガス気流下、６０℃で７時間反応させ
た後、その反応液に酢酸エチルを加えて、重量平均分子量５０万、分散比５のアクリル系
ポリマー（Ｃ）を含有する溶液を得た（固形分濃度５０％）。前記アクリル系ポリマー（
Ｃ）を含有する溶液の固形分１００部あたり、０．６部のトリメチロールプロパントリレ
ンジイソシアネート（日本ポリウレタン工業（株）製：コロネートＬ）と、０．０７５部
のγ－グリシドキシプロピルメトキシシラン（信越化学工業（株）製：ＫＢＭ－４０３）
を配合して、アクリル系粘着剤（３）の溶液を得た。
【０２３７】
　＜アクリル系粘着剤（４）の調製＞
　冷却管、窒素導入管、温度計及び撹拌装置を備えた反応容器に、アクリル酸ブチル９４
．９部、アクリル酸５部、アクリル酸２－ヒドロキシエチル０．１部、及びジベンゾイル
パーオキサイドを前記モノマー合計（固形分）１００部に対して０．３部を酢酸エチルと
トルエンの重量比８：２の混合溶媒に加えて、窒素ガス気流下、６０℃で７時間反応させ
た後、その反応液に酢酸エチルを加えて、重量平均分子量１００万、分散比４のアクリル
系ポリマー（Ｄ）を含有する溶液を得た（固形分濃度５０％）。前記アクリル系ポリマー
（Ｄ）を含有する溶液の固形分１００部あたり、０．６部のトリメチロールプロパントリ
レンジイソシアネート（日本ポリウレタン工業（株）製：コロネートＬ）と、０．０７５
部のγ－グリシドキシプロピルメトキシシラン（信越化学工業（株）製：ＫＢＭ－４０３
）を配合して、アクリル系粘着剤（４）の溶液を得た。
【０２３８】
　＜アクリル系粘着剤（５）の調製＞
　冷却管、窒素導入管、温度計及び撹拌装置を備えた反応容器に、アクリル酸ブチル９４
．９部、アクリル酸５部、アクリル酸２－ヒドロキシエチル０．１部、及びジベンゾイル
パーオキサイドを前記モノマー合計（固形分）１００部に対して０．３部を酢酸エチルと
トルエンの重量比６：４の混合溶媒に加えて、窒素ガス気流下、６０℃で７時間反応させ
た後、その反応液に酢酸エチルを加えて、重量平均分子量７０万、分散比４．８のアクリ
ル系ポリマー（Ｅ）を含有する溶液を得た（固形分濃度５０％）。前記アクリル系ポリマ
ー（Ｅ）を含有する溶液の固形分１００部あたり、０．６部のトリメチロールプロパント
リレンジイソシアネート（日本ポリウレタン工業（株）製：コロネートＬ）と、０．０７
５部のγ－グリシドキシプロピルメトキシシラン（信越化学工業（株）製：ＫＢＭ－４０
３）を配合して、アクリル系粘着剤（５）の溶液を得た。
【０２３９】
　＜アクリル系粘着剤（６）の調製＞
　容器に、アクリル酸ブチル９８０部およびアクリル酸２０部を加えて混合して、モノマ
ー混合物を調製した。次いで、上記割合で調製したモノマー混合物１０００部に対して、
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反応性界面活性剤であるアクアロンＨＳ－１０（第一工業製薬（株）製）２０部およびイ
オン交換水６３５部を加え、ホモミキサー（特殊機化工業（株）製）を用い、５分間、６
０００（ｒｐｍ）で攪拌し強制乳化して、モノマーエマルションを調製した。上記で調製
したモノマーエマルション２００部およびイオン交換水３３０部を、冷却管、窒素導入管
、温度計、滴下ロートおよび攪拌羽根を備えた反応容器に仕込み、次いで、反応容器を十
分窒素置換した後、過硫酸アンモニウム０．６部を添加して、撹拌しながら６０℃で１時
間重合した。次いで、残りのモノマーエマルション８００部を、反応容器を６０℃に保っ
たまま、これに３時間かけて滴下し、その後、３時間重合して、固形分濃度４６．２％の
（メタ）アクリル系ポリマー（Ｆ）のエマルション粒子を含有する水分散液を得た。次い
で、この水分散液を室温まで冷却した後、これに、濃度１０％のアンモニア水を添加して
ｐＨを８にし、かつ、固形分４５．９％に調整した水分散液を得た。当該分散液を、アク
リル系粘着剤（６）として用いた。
【０２４０】
　＜アクリル系粘着剤（７）の調製＞
　アクリル系粘着剤（１）において調製したアクリル系ポリマー（Ａ）を含有する溶液の
固形分１００部あたり、０．３部のジベンゾイルパーオキシド（日本油脂（株）製：ナイ
パーＢＭＴ）と、０．０２部のトリメチロールプロパンキシリレンジイソシアネート（三
井武田ケミカル（株）：タケネートＤ１１０N）と、０．２部のシランカップリング剤（
綜研化学（株）製：Ａ－１００，アセトアセチル基含有シランカップリング剤）を配合し
て、アクリル系粘着剤（７）の溶液を得た。
【０２４１】
　＜アクリル系粘着剤（８）の調製＞
　冷却管、窒素導入管、温度計及び撹拌装置を備えた反応容器に、アクリル酸ブチル８１
．９部、ベンジルアクリレート１３．０部、アクリル酸５．０部、４－ヒドロキシブチル
アクリレート０．１部、及び２，２´－アゾビスイソブチロニトリルを前記モノマー合計
（固形分）１００部に対して０．１部を酢酸エチルと共に加えて、窒素ガス気流下、５５
℃で８時間反応させた後、その反応液に酢酸エチルを加えて、重量平均分子量２００万、
分散比３のアクリル系ポリマー（Ｇ）を含有する溶液を得た（固形分濃度３０％）。前記
アクリル系ポリマー（Ｇ）を含有する溶液の固形分１００部あたり、０．０９部のジベン
ゾイルパーオキシド（日本油脂（株）製：ナイパーＢＭＴ）と、０．４５部のトリメチロ
ールプロパントリレンジイソシアネート（日本ポリウレタン工業（株）製：コロネートＬ
）と、０．２部のγ－グリシドキシプロピルメトキシシラン（信越化学工業（株）製：Ｋ
ＢＭ－４０３）と、０．２５部のポリエーテル化合物（（株）カネカ製：サイリルＳＡＴ
１０）を配合して、アクリル系粘着剤（８）の溶液を得た。
【０２４２】
　＜アクリル系粘着剤（９）の調製＞
　アクリル系粘着剤（１）において調製したアクリル系ポリマー（Ａ）を含有する溶液の
固形分１００部あたり、０．３部のジベンゾイルパーオキシド（日本油脂（株）製：ナイ
パーＢＭＴ）と、０．１部のトリメチロールプロパンキシリレンジイソシアネート（三井
武田ケミカル（株）：タケネートＤ１１０N）と、０．２部のシランカップリング剤（綜
研化学（株）製：Ａ－１００，アセトアセチル基含有シランカップリング剤）を配合して
、アクリル系粘着剤（９）の溶液を得た。
【０２４３】
　＜偏光子（１）の作製＞
　厚み８０μｍのポリビニルアルコールフィルムを、速度比の異なるロール間において、
３０℃、０．３％濃度のヨウ素溶液中で１分間染色しながら、３倍まで延伸した。その後
、６０℃、４％濃度のホウ酸、１０％濃度のヨウ化カリウムを含む水溶液中に０．５分間
浸漬しながら総合延伸倍率が６倍まで延伸した。次いで、３０℃、１．５％濃度のヨウ化
カリウムを含む水溶液中に１０秒間浸漬することで洗浄した後、５０℃で４分間乾燥を行
い、厚み２０μｍの偏光子を得た。
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【０２４４】
　＜偏光子（２）の作製＞
　上記参考製造例１で得られた薄型高機能偏光膜（厚み５μｍ）を用いた。
【０２４５】
　＜偏光子（３）の作製＞
　上記参考製造例２で得られた薄型高機能偏光膜（厚み３μｍ）を用いた。
【０２４６】
　＜偏光子（４）の作製＞ 
　薄型偏光膜を作製するため、まず、非晶性ＰＥＴ基材に９μｍ厚のＰＶＡ層が製膜され
た積層体を延伸温度１３０℃の空中補助延伸によって延伸積層体を生成し、次に、延伸積
層体を染色によって着色積層体を生成し、さらに着色積層体を延伸温度６５度のホウ酸水
中延伸によって総延伸倍率が５．９４倍になるように非晶性ＰＥＴ基材と一体に延伸され
た４μｍ厚のＰＶＡ層を含む光学フィルム積層体を生成した。このような２段延伸によっ
て非晶性ＰＥＴ基材に製膜されたＰＶＡ層のＰＶＡ分子が高次に配向され、染色によって
吸着されたヨウ素がポリヨウ素イオン錯体として一方向に高次に配向された高機能偏光膜
を構成する、厚さ４μｍのＰＶＡ層を含む光学フィルム積層体を生成することができた。
【０２４７】
　（透明保護フィルム）
　下記透明保護フィルムを用いた。表１、表２中の符号は、下記内容を示す。
　４０ＴＡＣ：厚み４０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（ヘイズ値０．３％，コ
ニカミノルタ社製のＫＣ４ＵＹ）。
　８０ＴＡＣ：厚み８０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（ヘイズ値０．３％，富
士フィルム社製のＴＤ８０ＵＬ）。
　２０アクリル：厚み２０μｍのアクリル系樹脂フィルム（ヘイズ値０．２％）。
　２２ゼオノア：厚み２２μｍの環状オレフィン系樹脂フィルム（ヘイズ値０．１％，日
本ゼオン（株）製のゼオノアＺＤ１２）。
　４０ＡＰＥＴ：厚み４０μｍの非晶性ポリエチレンテレフタレートフィルム（ヘイズ値
０．２％，三菱樹脂（株）製のノバクリアー）。
【０２４８】
　（位相差板）
　下記位相差板を用いた。表２中の符号は、下記内容を示す。
　５０ポリカ：厚み５０μｍのポリカーボネートフィルム（位相差１４７ｎｍ，帝人（株
）製のピュアエースＷＲ）。
　３４オレフィン：厚み３４μｍの環状オレフィン系樹脂フィルム（位相差１４０ｎｍ，
（株）カネカ（株）製のフィルム）。
　３３オレフィン：厚み３３μｍの環状オレフィン系樹脂フィルム（位相差２７０ｎｍ，
（株）カネカ（株）製のフィルム）。
【０２４９】
　（光学フィルム）
　下記光学フィルムを用いた。表３中の符号は、下記内容を示す。
　４０ＴＡＣ：厚み４０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（ヘイズ値０．３％，コ
ニカミノルタ社製のＫＣ４ＵＹ）。
　６０ＴＡＣ：厚み８０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（ヘイズ値０．３％，富
士フィルム社製のＴＤ６０ＵＬ）。
　８０ＴＡＣ：厚み８０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（ヘイズ値０．３％，富
士フィルム社製のＴＤ８０ＵＬ）。
　３０アクリル：厚み３０μｍのアクリル系樹脂フィルム（ヘイズ値０．２％）。
【０２５０】
　なお、表３中、４０ＴＡＣ：＊１は、下記方法により作成した防眩性ハードコートフィ
ルムを用いた。４０ＴＡＣ：＊２は、反射防止フィルム（大日本印刷（株）製の商品名「
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ＤＳＧ－０３」）を用いた。
【０２５１】
　（防眩性ハードコートフィルムの作製）
　無機酸化物粒子と重合性不飽和基を含む有機化合物とを結合させてなるナノシリカ粒子
を分散させたハードコート層形成材料（ＪＳＲ（株）製，商品名「オプスターＺ７５４０
」，固形分：５６重量％，溶媒：酢酸ブチル／メチルエチルケトン（ＭＥＫ）＝７６／２
４（重量比））を準備した。前記ハードコート層形成材料は、（Ａ）成分：ジペンタエリ
スリトールおよびイソホロンジイソシアネート系ポリウレタン、（Ｂ）成分：表面を有機
分子により修飾したシリカ微粒子（重量平均粒径１００ｎｍ以下）を、（Ａ）成分合計：
（Ｂ）成分＝２：３の重量比で含有する。前記ハードコート層形成材料の樹脂固形分１０
０重量部あたり、微粒子としてアクリルとスチレンの架橋粒子（積水化成品工業（株）製
、商品名「テクポリマーＸＸ８０ＡＡ」、重量平均粒径：５．５μｍ、屈折率：１．５１
５）を５重量部、レベリング剤（大日本インキ化学工業（株）製、商品名「ＧＲＡＮＤＩ
Ｃ　ＰＣ－４１００」）を０．１重量部、光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカ
ルズ社製、商品名「イルガキュア１２７」）を０．５重量部混合した。この混合物を、固
形分濃度が４５重量％、酢酸ブチル／ＭＥＫ比率が２／１（重量比）となるように希釈し
て、防眩性ハードコート層形成材料を調製した。
【０２５２】
　透明プラスチックフィルム基材として、トリアセチルセルロースフィルム（コニカミノ
ルタ（株）製，商品名「ＫＣ４ＵＹ」，厚さ４０μｍ）を準備した。前記透明プラスチッ
クフィルム基材の片面に、前記防眩性ハードコート層形成材料を、コンマコータを用いて
塗布して塗膜を形成した。次いで、１００℃で１分間加熱することにより前記塗膜を乾燥
させた。その後、高圧水銀ランプにて積算光量３００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、前
記塗膜を硬化処理して厚み９μｍの防眩性ハードコート層を形成し、防眩性ハードコート
フィルムを得た。
【０２５３】
　実施例１
　（偏光板の作製）
　偏光子（１）の両側に、第一および第二透明保護フィルムとして厚み４０μｍのトリア
セチルセルロースフィルム（ヘイズ値０．３％，コニカミノルタ社製のＫＣ４ＵＹ）をポ
リビニルアルコール系接着剤により貼り合せて偏光板を作製した。
【０２５４】
　（粘着剤塗工液の調製）
　上記製造例１で調製したアクリル系粘着剤（１）の溶液を、固形分濃度が１５％になる
ように、酢酸エチルで希釈して粘着剤塗工液を調製した。当該粘着剤塗工液の粘度は６５
Ｐであった。
【０２５５】
　（粘着型偏光板の作製）
　シリコーン処理を施した、３８μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム
（三菱化学ポリエステルフィルム（株）製，ＭＲＦ３８）の片面に、上記で調製した粘着
剤塗工液を、塗工厚みが１３４．０μｍになるように、ファウンテンダイコーターを用い
て塗工した。次いで、１５５℃で１分間乾燥を行い、厚み２０μｍの粘着剤層を形成した
。当該粘着剤層を、上記で作製した偏光板の第二透明保護フィルムの側に転写し、粘着型
偏光板を作製した。
【０２５６】
　実施例２～２９および比較例１～４
　実施例１において、粘着型偏光板の作製にあたって、偏光板として表１に示す偏光子、
第一、第二透明保護フィルムを用いた作製した偏光板を用いたこと、粘着剤塗工液として
表１に示す粘着剤塗工液を用いたこと、粘着剤塗工液の塗工厚みを表１に示すように変え
たこと、粘着剤層の厚みを表１に示すように変えたこと以外は実施例１と同様にして、粘
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着型偏光板を作製した。なお、偏光子（２）、（３）、（４）については、得られた積層
体フィルムまたは光学フィルム積層体の偏光膜の表面にポリビニルアルコール系接着剤を
塗布しながら、第一透明保護フィルムを貼合せたのち、非晶性ＰＥＴ基材を剥離してから
、ポリビニルアルコール系接着剤により第二透明保護フィルムを貼り合わせて偏光板を作
製した。第二透明保護フィルムを用いていない偏光板では、粘着剤層は、偏光膜に転写し
て粘着型偏光板を作製した。
【０２５７】
　実施例３０～３７および比較例５～８
　実施例１において、粘着型偏光板の作製にあたって、偏光板として表２に示す偏光子、
第一、第二透明保護フィルムを用いた作製した偏光板を用いたこと、粘着剤塗工液として
表２に示す粘着剤塗工液を用いたこと、粘着剤塗工液の塗工厚みを表２に示すように変え
たこと、粘着剤層の厚みを表２に示すように変えたこと以外は実施例１と同様にして、粘
着型偏光板を作製した。なお、偏光板に貼り合わせた粘着剤層が、表２における第一粘着
剤層に対応する。
【０２５８】
　さらに、得られた粘着型偏光板に対して、図４乃至図７に示すような構造になるように
、第一位相差板を第二粘着剤層により、第二位相差板を第三粘着剤層により貼り合わせて
積層粘着型偏光板を得た。なお、第二粘着剤層、第三粘着剤層の形成は、シリコーン処理
を施した、３８μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（三菱化学ポリエ
ステルフィルム（株）製，ＭＲＦ３８）の片面に、表２に示す粘着剤塗工液を、表２に示
す塗工厚みで、ファウンテンダイコーターを用いて塗工した。次いで、１５５℃で１分間
乾燥を行い、表２に示す厚みの粘着剤層を形成した。当該第二粘着剤層、第三粘着剤層を
、第一位相差板、第二位相差板に転写して粘着型位相差板を作製し、前記積層粘着型偏光
板の作製に用いた。
【０２５９】
　実施例３８～５２、比較例９～１３
　実施例１の（粘着型偏光板の作製）において、偏光板の代わり表３に示す光学フィルム
を用いたこと、粘着剤塗工液として表３に示す粘着剤塗工液を用いたこと、粘着剤塗工液
の塗工厚みを表３に示すように変えたこと、粘着剤層の厚みを表３に示すように変えたこ
と以外は実施例１と同様にして、粘着型光学フィルムを作製した。
【０２６０】
　なお、各例の粘着剤塗工液の調製にあたっては、アクリル系粘着剤が溶液の場合は酢酸
エチルを用いて、アクリル系粘着剤が水分散液の場合には水を用いて希釈を行い、粘着剤
塗工液の固形分濃度、粘度を調整した。また、粘着剤層の偏光板への転写にあたって、偏
光板が第二透明保護フィルムを有していない場合には、偏光板において第一透明保護フィ
ルムを有しない側（偏光子に直接）に粘着剤層を転写した。
【０２６１】
　上記実施例および比較例で得られた、粘着型偏光板、積層粘着型偏光板および粘着型光
学フィルム（サンプル）について以下の評価を行った。評価結果を表１乃至表３に示す。
【０２６２】
　＜粘着剤層の厚みと標準偏差値＞
　大塚電子（株）製の分光光度計ＭＣＰＤ－３７００を用いて、波長７００～９００ｎｍ
の光干渉法により、５ｃｍ四方の粘着型偏光板、積層粘着型偏光板または粘着型光学フィ
ルム（サンプル）の各粘着剤層の厚みを１ｍｍ間隔で２０６１点測定し、その値から、粘
着剤層の厚みと標準偏差値を求めた。
【０２６３】
　＜ＩＳＣの測定＞
　（株）アイ・システム製のＥｙｅＳｃａｌｅ－４Ｗを用いて、当該装置の仕様に基づい
て、３ＣＣＤイメージセンサーのＩＳＣ測定モードにて、粘着型偏光板、積層粘着型偏光
板または粘着型光学フィルムの面内のムラのレベルをＩＳＣ値として算出した。
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　（測定条件）
　粘着型偏光板、積層粘着型偏光板および粘着型光学フィルムは、無アルカリガラス板（
コーニング社製，１７３７）に貼り付けた状態で用いたものをサンプルとして用いた。光
源、サンプル、スクリーンをこの順で設置して、スクリーンに投影された、サンプルの透
過画像をＣＣＤカメラにより測定した。光源およびＣＣＤカメラからサンプル（無アルカ
リガラス板に貼り付けた粘着剤層）までの距離は３０ｃｍになるように配置した。また光
源およびＣＣＤカメラからスクリーンまで距離は１００ｃｍになるように配置した。光源
およびＣＣＤカメラは、サンプル、スクリーンからの距離が同じになるように２０ｃｍ離
して設置した。
　ＩＳＣ値は、ムラの評価に係わり、ＩＳＣ値が１００以下であればムラを小さく制御で
きていると判断できる。ＩＳＣ値は小さいほどムラがないと判断でき、ＩＳＣ値は７０以
下が好ましく、５０以下がより好ましい。
【０２６４】
　＜目視評価：粘着型偏光板および積層粘着型偏光板について＞
　粘着型偏光板または積層粘着型偏光板（サンプル）を、黒いアクリル板に貼り付けて、
その外観を蛍光灯下で、下記基準で目視にて評価した。積層粘着型偏光板に関しては、第
一粘着剤層については粘着型偏光板、第二粘着剤層については第一位相差板を用いた粘着
型位相差板、第三粘着剤層については第二位相差板を用いた粘着型位相差板をサンプルと
した。
　○○○：ムラが全く見えない。
　○○：ムラがほとんど見えない。
　○：ムラはあるが、気にならない。
　×：ムラがある。
【０２６５】
　＜目視評価：粘着型光学フィルムについて＞
　粘着型光学フィルム（サンプル）を、表面が平滑な透明アクリル板に貼り付けて、前面
板の視認側に光学フィルムが貼り合わせられる構成を想定し、その外観を蛍光灯下で、下
記基準で目視にて評価した。評価は、光学フィルム側から観察したとき、アクリル板側か
ら観察したとき、のそれぞれについて行った。
　○○○：表面凹凸が全く見られない。
　○○：表面凹凸がほとんど見られない。
　○：表面凹凸が見られるものの、視認性にはあまり影響していない。
　×：表面凹凸が大きく、視認性に大きな影響を与えている。
【０２６６】
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【表１】

【０２６７】
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【表２】

【０２６８】
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【表３】

【符号の説明】
【０２６９】
１　　　光学フィルム
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２　　　粘着剤層
Ａ　　　偏光板
Ｂ　　　位相差板
Ｃ　　　表面処理フィルム
ａ　　　偏光子
ｂ１　　第一透明保護フィルム
ｂ２　　第二透明保護フィルム
１０　　薄型高機能偏光膜
１１　　樹脂基材
１２　　ＰＶＡ系樹脂層
１３　　積層体フィルム
１４　　二色性物質１４’を含む染色液
１５　　ホウ酸水溶液
１６　　周速の異なる複数セットのロールを有するロール延伸機
（Ａ）　　樹脂基材とＰＶＡ樹脂層を含む積層体フィルムの作製工程
（Ｂ）　　染色工程
（Ｃ）　　架橋工程
（Ｄ）　　延伸工程
（Ｅ）　　染色工程前の架橋工程
（Ｆ）　　延伸工程（Ｄ）前の架橋工程
（Ｇ）　　洗浄工程
（Ｈ）　　乾燥工程
（Ｉ）　　転写工程
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